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民族(エスニック)紛争の解決とパワー ・シェアリング
[ 1 ] はじめに
エス ニック紛争後の和平プ ロ セスにおける コ ン ソ シエーシ ョ ン、 あるいは広
くパワー ・ シェアリング体制の有効性、 正当 性については、 これまでに数々の
研究がなされ、 批判、 反批判の渦が今に至るまで続いて いるO コ ンソシエー
シ ョ ン論(多極共存型デ モ クラシー論、 consoc iat ional democracy) につい て
だけ見ても、 T'シスクがまとめたように、 コ ン ソ シエーシ ョ ナルなパワ ー ・
シェアリング(権力分有) 論と、 統合主義のパワー ・シェアリング論の対立が
顕著であるO
そうした状況のなか、 最近この議論の渦に一石 を投ずる重要な研究が加わっ
た。 それは、 複合型パワ ー ・ シェアリング(権力 分有制度、 comple x power ­
S油ha訂rin gふ、 以下、 CPSと表記) を使つた民族自決問 題解決のためのケ ンブリツ
ジ . カ一ネ ギ一 . フプ。 ロ ジ エ クト(The Cambr idge Carneg ie Pro ject on Resolv ing 
Self-Determ inat ion D臥is叩pu凶te白s Using C omple x Powe目r - Shari 司"ing、 以下、 CCPと 表
記) と呼ばれるもので、 カーネ ギー 財 団の支援のもとにケン ブリッジ大学国 際
問題研究センタ一、 ラウターパクト国 際法研究センター(ケン ブリッジ大)、
そして EC MI(欧州マイ ノ リティ問題研 究 セ ンタ ー ) が合同で始めたプ ロ ジェ
クトであるO このプ ロ ジェクトが目指したのは、 民 族自決紛争を複合型パ
ワー -シェアリングによって克服する新しい方法の提示と分析であった。 分野
としては国際法と国 際政治を繋ぐところに位置し、 事例としては、 北アイルラ
ンド、 ボスニア、 コ ソボ、 マ ケドニア、 ガガウジア/ モルドパ、 南 オ セ チア/
グルジア、 ブーゲンピル/パプア ・ ニ ュ ーギニア、 およ び ミ ンダナ オ /フ ィ リ
(4) 
ピンの8 件が取り上げられていて、 きわめて 興味深いものであるO
このプロジェクトについては、 開始当 初から ネ ット上でその研究計画が公表
され、 予備研究の成果や事例研究の途中経過などがすべて オンラインで読める
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ようになっていた。 このたびその研究成果が予定通り単行本として上梓された
ので、 改めてその理論的、 実践的意義を確認することにしたい。
[ 2 ]  CPS (複合型パワー シェアリン安)
冷戦期から冷戦以後の現在に至る過去数十年間に、 世界中で民族自決を求め
る紛争が発生し、 虐殺や難民の増大を前に、 紛争の解決のために国際的な介入
が幾度もなされた。
そこにおいて、 暴力的紛争後の平和構築に向けて試みられた紛争解決策は、
基本的には比例代表制の導入、 あるいは統合化政策であった。 しかし、 最近の
解決策は、 個別の事例による状況の相違を反映させ、 さらに内的自決制による
広範囲におよぶ公的権威体間での重層 的なパワー・シェアリング体制の構築を
試みるなど、 非常に複雑なものとなってきているO ところが、 これまでこうし
た事例について理論と実証を結 びつけた包括的な研究はほとんどなされていな
い。 このプロジェクトが有意な所以であるO
CPS (複合型パワー ・ シェアリング、 comple x power-sharing) とは、 民族自
決問題を解決するための可能な手法の一つであるO それは、 その複合民族国家
において、 すべての王要なエスニック集団を満足させるための諸慣行や諸制度
に注目し、 その促進を狙う解決法であるO その特徴は、 1 ) 冷戦後の民族自決
紛争解決の諸事例を踏まえ、 コ ン ソ シエー シ ョ ン型パワー ・ シェアリングと統
合主義のパワー ・ シェアリングの二つのアプローチを合体させる、 2 ) 国 際介
入の度合いに注目する、 3 ) パワ ー ・ シェアリングという制度の検討におい
て、 これまでにないほど広範囲にわたる争点を取り上げ、 それらをマルチ ・レ
ベルで見 ょ うとする、 の 3 点になるO これらの内、 2 ) については、 最近の事
例では紛争解決に国 連やOSCEなどの期 間 がパワ ー ・ シェアリング制度の構
築交渉や遂行監視に大きく介入・参加しており、 当然のことであろうO 後述す
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るように、 コ ン ソ シエーシ ョ ン論では、 主に内発的な コ ン ソ シエーシ ョ ンにつ
いての研究が多く、 外部環境からの国際介入という要 因はほとんど検討されて
きて いないのであるo 3 ) はとくに重要であるo CPSでは、 パワー ・ シェア
リング制度は、 経済問題の処理、 軍民関係、 人権、 マイノ リティの権利などさ
まざまな構造的問題の処理をし、 しかもそれをさまざまな統治のレベルで行う
ものと捉 え て いるO つまり、 CPSの制度は、 平和と安定に繋がる異なったス
トラテジーが異なった統治のレベルで適用可能で、 その結果、 多少なりとも成
功する情況を歓迎するのであるO その上で、 すべ て の行為体の重要 性を主張
し、 エリートであろうと、 その他のものであろうとそのガパナンス のなかにキ丑
み込み、 それこそが自決問題を解決するための成功の鍵になるとするO かくし
て、 これがI comple xJという名をもっ理 由 は、 一つには理論面でパワー ・ シェ
アリング論を既存の二つのアプローチ (伝統的な コ ン ソ シエーシ ョ ン論 対 統
合主義) の対立を超 え て複合的に発展させ、 さらに実践面で、 現代におけるパ
ワー ・ シェアリングの実践の多層 的複合性(mult i-level compl ex ity) に光を 当
てるという意味が込められているわけであるO
なお、 CPSは、 民族自決(self-determinat ion)の純正な事例にのみ焦点を絞っ
て概念化されたものであるO 事例研究の選択基準として 次の点がリストアップ
されているので、 CPSの輪郭を知るために、 ここに掲げておきたい。
1 ) 最近の事例に限る
2 )  CPSによる紛争解決あるいはその遂行事例のうち、 国 際的介入があっ
た事例のみを選択するO したがって、 自力で囲内的な解決に成功した事例
は省かれる
3 ) 憲法改正の努力 は取り上げない。 どこまでも、 CPSのテクニ ックとと
もに「自治権付与」 の諸要素が用いられた事例のみにする
4 ) 複合的な平和 維持軍の活動の文脈における憲法改正あるいはパワー ・
シェアリングの諸事例は取り上げない。 国 際的な平和維持軍の権威のもと
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にパワー ・ シェアリング制度が暴力 行使を停止させるために用いられた事
例がいくつかあるが、 その場合、 その紛争が民族自決紛争である場合に
限って取り上げる
5 ) 紛争の一方の当事者集団に味方して解決された事例は取り上げない
研究課題として設定されているのは、 複合型パワー ・ シェアリングがどのよう
に機能し、 その正否はどんなフアクタ ー に左右されるかを見ることであり、 将
来的には、 その研究成果にもとづいて 実践可能な政策勧告をするところまで視
野に入れているo I エス ニック紛争は高度に複雑な現象であるO だから、 その
処理には複雑なビジ ョ ンが求められ、 同様に、 集団問の融和にも複雑なストラ
テジーが必要になるO その効果的な処理には、 そのダイナ ミ ックスを引き起こ
す コ ンテキ ス トの理解が必要であるO さらには、(特定の コ ンテキストに依存
して用いることができる) 一貫性をもちながら弾力 性もあるシス テム ・ デザイ
ンを確保できるような複雑な知的努力 も求められるO すなわち、 それが CPS
なのである。 」
この研究の面白さは、 理論研究と事例研究がしっかり結 びついているところ
にあるO しかも、 その事例がこれまでは理論的にはあまり取り上げられて こな
かった最近の民族紛争であり、 従来の中 欧の小国の事例を核として構築されて
きた コ ン ソ シエーシ ョ ン論に対して、 理論の修正を迫る明確な姿勢を展 開して
いるところカfポイントであるO
設定された課題群は下記の通りであった。
1 ) 既存のパワー ・ シェアリング理論を現在のパワー ・ シェアリング慣行が
もっ多次元的な複合性に光を当 てることによって 新たな展 開を促す
2) CPSの諸制度に関して 、 個々の事例にかかわる資料の収集
3 )  CPSのメ カニ ズムの有効性を調査し評価する
4 ) パワー ・ シェアリングにおける国際的介入/干渉の役割と範囲を分析す
る
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5 ) 事例横断的に共通の構造的テーマや争点を抽出 し 、 考察する
6 ) この構造的分析から多くの他の未だ解決されていない紛争事例に適用可
能な自決紛争解決策を学び取り 、 CPSの理論を構築する
さらに 、 ここでは研究の途上ですでに次の四点が踏まえ られていたことを記
しておきたい。
1 ) 検討される事例については 、 そのすべての解決策が コ ン ソ シエーシ ョ ナ
ル 、 統合主義的 、 そ して自 治権付与的の三つの要 素を混在させたものであ
る
2 ) エスニックな自決・自 治にかかわる諸対応政策については 、a)エスニツ
ク集 団聞の共同決定( コ ン ソ シエーシ ョ ン) 、 b) 各エスニ ック集 団が主
役となる決定領域(領域的 、 あるいは機能的自 治) 、 c) 諸個 人の利害を基
準と し た公的決定を奨励するための メ カ ニ ズ ム (統合主義)、 d) セ イフ
ガー ド・メ カニズムの適用(人権およびマイノ リテ ィ の権利の保障) 、 e)
対抗する権威体のヒエラルキ ーへの紛争解決 メ カニ ズムの適用 、 なら び
に 、f) 政策決定の国際的層 ( layer) の組み込み 、 の 6 項目を設定する
3 )ボスニア・ヘルツェゴピナに見られるように国際管理そのものの民主性
をチェックするシステ ムがなかったが 、 これは CPSの正否を左右 する重
要なポイントである
4 ) 民族紛争後の移行期の状況は 、 長期にわたる内戦から国家 建設(政 治的
近代化) までさまざまで 、 それらが紛争解決策の前提条件となるため 、
ケ スー・パイ・ケースで考察する
結論と しては 、 期待通りに 、 従来の コ ン ソ シエーシ ョ ン論対統合主義論の対
立を超 え る刺激的な研究成果となったところを評価したい。 同時にその内容
は 、 とりわけマッガ ーリーが行った理論的総括に見るか ぎり 、 筆者が考察 して
きたところとかなり 被さっていると ころが多いので 、 比較しつつ紹介・検討す
ることに必。 比較に 当たっては 、 和平から多民族共存体制の構築までの複雑
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な過程を理解する上で不可欠と思われるため、 ポイン ト群 を整理 した三つの図
表を作成 した。 以下、 それらによってさまざまな融和的対応策を例 示すること
で、 コ ン ソ シエーシ ョ ン論、 統合主義、 そ してCPSの視座設定の違いを明ら
かに し fこい。
[3 ] 民族(エスニックな)自決紛争の融和的対応策
3.1 融和的対応策
{図表 1 ] は、 【図表2] に示すエスニックな要求へのさまざまな融和的対
応策整理の基礎となるものであるO この図で は、 横 軸 A にエス ニックな要求
の高まりを、 縦軸Bに政府の対応を位置 づけ、 それぞれ、 横 軸で は 交点C か
ら A に向かうほどに要求は高まり(自治権要求や分離主義が強まり)、 縦軸で
は、 C からBに向かつにつれて政府の対応策は単なる協調策から憲法修正と
いう原理的対応まで展 開 することを示 し ているO したがって、 45 度の線 c -P
はバランス点の連続であり、 ある種のガパナンス 状態であるO この斜線に交差
した斜線 RL は 、 R 方向が 中 央政府の権力強化(エス ニックな要求の抑圧、 鎮
静化など)、 L 方向がエス ニックな要求への譲歩・妥協の拡大(エス ノ ナシ ョ
ナルな要求の激化) を示 しているO ただ し 、 これは基本的なダイナ ミ クスを一
般化 しただけの図に過 ぎず、 個 別の紛争に対応 した具体的事例 を説明する場合
には、 c -Pの位相を事例別に詳 しく説明する必要があろうO
この図に重ねる形で 【図表2] は構成されてい2。 【図表2] の縦軸は中央
政 府 の 融 和 的対 応(譲歩・妥協 の度合い) を ソ フ ト ([ A ] )、 ミ デ ィ ア ム
([B] )、 ハー ド ([ c ] ) の三段階に区分 し た上で、 さらに外圧([ D] ) を加え
たものであるO
第一段階の協調的政策対応 は、 エスニックな要求に対 し、 象徴的あるいは実
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B 
1'\ワー ・シェアリング
P 
L 
分権化
集権化
R d 
中央政府の対応(統治能力)
e 
A 
分権化(エスニックな要求の高まり)C 
パワー ・シェアリング図表1
質的な譲歩を行うが、 既成の制度の柔軟な運用によって対応する段階であり、
第二段階は、 権力機構の再編になるレベルで、 選挙制度改革、 警察機構改革、
議席配分の変更などの制度改革が含まれるO 第三段 階は憲法改正による対応
で、 エス ノ ナシ ョ ナルな粋を解体させたり、 逆に分離権を承認 し たりするな
ど、 集権化から分権化までのさまざまな政治的原理、 価値観の変更などが組み
[ D] は、 和平過程から平和構築過程におけるアウ ト サイ込まれるO 最上位の
ダー の影響力行使をカテゴライズ したものであるO
横軸は取りあ え ず五つに区分されているが、 基本的に三つの大項目から成り
と分類される立っていると考 え て欲 しい。 第一の項目は、1 1 ) 国 民 国家化J
の左側に位置 づけられているO この太い代表的施策であり、 太い縦軸(CB)
を示すも
ので、 穏健な要求から自治権や分離権の請求に至る過激な諸要求が非極化と極
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(CA) の右側は、 基本的にはエスニックな要求の高まり縦軸(CB)
'-崎
。
[D]外圧/介入
[C]憲法的対応
[B]権力機構の再編
[A]協調的政策対応
中央集権化
支配集団言語の公用語化
人権憲章制定
(基本的人権の保障)
集団権の否定
多数決制の貫徹
選挙制度改革
民族政党の非合法化
(普遍主義政党化推進)
穏健派保護
(過激派代表の排除)
亀裂横断政策の推進
多民族共存イメージのH宣伝
国民化(混住の推進)
保護による孤立化推進
(隔離)
1)国民国家化
図表2 工スニックな要求への対応策
介入/仲介/監視/ガパナンス参加/主権連合化
大連合化
州平等原則 民族的独自性の承認 外交権の部分的付与人権憲章制定 天然資源所有の分権化 連邦 州首相会議 連邦離脱権承認多言語多丈化主義 (経済的資源の共有化) 全会一致による議決事項 自治権付与最高裁の構成変更 立法優位原則
拒否権付与
武装解除 センサス重視 民族的独自性への配慮民兵組織の解体 州平等化 エリート協調 法改正離脱権/補償三権サービスの多言語化
選挙制度改革 比例代表区(ドント方式) 特定多数決制 部分的拒否権付与パリティ原則採用 マイノリテイへの議席配分 レファレンダムによる決定全国型政党化 議員定数配分是正 警察機構改革 政府要職のローテーション選挙区割り変更 非エスニツク集団に配慮 教育改革集団内の差異の強調
真実 和解委員会 非政治化 自決権問題処理の延期
亀裂横断政策の推進 利害関係の非エスニック化 象徴保護 州権行使支援
地域サービスの多言語化 市場統合 異文化への合理的配慮 機会の比例配分
世俗化 経済的支援 宗教規制の緩和 諮問機会拡大の約束
ノぷス二、B唱直 ひ之A込 (平衡交付金付与) 調査委員会設置 構成体の象徴的承認妥協尊重
2 )社会関係の刷新 3 )不均衡是正 4)協調 5 )分権化
非極化 極化
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イヒの二つの方向性のなかで示され、 それらに対する融和的紛争解決方法となる
諸政策と諸原理が、 左から、r 2 )社会関係の刷新J、r 3 )不均衡是正」 、r 4 ) 
協調」 、r5 ) 分権化Jと区分されて位置づけられているO この集権と分権を両
極とする連続線上において、r2 )社会関係の刷新Jとr 3 )不均衡是正」 は、
r 1 ) 国民国家形成Jを実現するための一時的譲歩・妥協の意味を持つ政策カ
テゴリーとなることが多い。r 4 ) 協調」 も、 たとえ ば象徴保護のように、 内
容によっては最終的な同化を隠れた目標とする政策となることがあり、 ケ ー
ス ・パイ・ケ ース で判断することになろうO しかし、 このr 4) 協 調」 は、
r 5 ) 分権化」 と相侯って、 分離独立の一歩手前で、 その問題を先送りにし、
当該国家内での自治の大幅な承認によって大連合体制を構築している状況にな
るo 2 ) から 4) までは、 ケース・パイ・ケースで選択される方策は異なり、
その組み合わせによって紛争解決方法は輪郭、 内容ともに変わるのが現実であ
るO
r 2 ) 社会関係の刷新j に分類された対応は、 エスニックな亀裂の解消を目
的として、 より普遍的な価値の浸透をはかる諸政策で、 利害の一致にもとづい
た社会関係を拡大するためのものであるO 普遍的な個 人権の保障を盾に、 いっ
さいの集団権的な発想を廃して、 亀裂横断型の画一的な諸政策を実施する一方
で、 三権サービスの多言語対応の推進や形式的な多文化主義の採用などが行わ
れたりもするO 最大の目的は、 自治権や自決権による問題解決を回避し、 エス
ニックなアイデンテ イ テ イ ・ ポリテ イ クスを拒否し、 自由主義的個 人主義にも
とづく普遍的価値の共有を国民レベルで実現し、 多数決制による意思決定方式
を貫徹することにあり、 国民化のための政策のすべてがここに入るO
r 3 ) 不均衡是正」 は、 エスニックな問題を経済問題に置き換えて、 さまざ
まな補助金、 交付金の付与を含めて経済的優先策を提供し、 生活上の利益優先
の指 向をエンパワーする対策であるO さらに公務員 採用時のエス ニックな配
慮、 選挙区割りの改正による議員 定数の配分是正などを含む選挙制度の改正も
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行われるO 比例 代表化は、 パリティ 原則の採用と併せて、 このカテゴリーの主
軸をなすものであるO ドン ト 方式を適用することによって、 民族的亀裂を越え
た政党や非エスニック集団の代表を議会に送り込み、 エスニックな亀裂を横断
する協力関係を強化することが可能になるO
1 4) 協調j は、 対立するエスニック集団 聞に友好的な提携関係を生み出す
ための諸政策で、 議題にすれば血が流れかねない争点の非政治化、 民族的象徴
の保護、 宗教政策の寛容化、 調査委員 会の設置、エリー ト 協調の積極的利用(拒
否権付与)、 あるいは民族的独自性の憲法的承認、 最高裁判事の構成にエス
ニック集団の人口規模を比例 させることなどがあるO
民族的独自性の承認については、 とりわけリベラリス ト の反発を呼ぶところ
であるが、 これらに加えてとくに重要なのが、 治安維持にかかわる警察機構の
改正であるO 民兵組織の解体や武装解除に伴い、 治安維持にかかわる機構の再
編は必至であり、 対立するエスニック集団の人口に比例 させた任命、 治安活動
の分担、 権限の調整など微妙な判断が必要になることが多く、 和平過程の障害
になることも少なくない。 議事決定方式に関 しては、 拒否権行使を可能にする
分野を設けたり、 特定多数決制の適用分野を拡大するケース も少なくない。
1 5  ) 分権化j は、 国家内での民族自決権の承認、 自治権の付与という政治
的妥協と しては最後の手段とも言える選択肢が位置づけられているO いわゆる
パワー・シェアリング体制を構成する諸施策ならびに諸理念であるO ここに、
コ ン ソ シエーシ ョ ン型パワー・シェアリング体制を構成する大連合、 比例 代
表、 拒否権、 区画自治の四つが入ってくるのは当 然であろうO これに、 さらに
憲法からの適用離脱権、 補完性原則、 外交への部分的参加、 政府要職のロー
テーシ ョ ン、 州、|権強化などの諸権利、 諸原則が加わってくるO この項目に分類
された諸対応が受け入れられず、 合意形成ができない情況は、 もはや分離独立
か内戦という選択肢 しか残されていないことを意味するO したがって、 ここに
分類されたものはその国家制度内での「敵との共存」 体制の構築原理となり、
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譲歩・妥協の限界を構成するO
3.2 従来の議論
多民族社会では、 生活圏を共有し、 資源動員のために競合する諸民族(ある
いはエスニック)集団は、 権力を求め、 自治要求を強めることが多い。 とりわ
け国家を持たない民族の場合にはそれが顕著であるO 国家内の周辺民族集団
は、 政治システム内での自らの政治的組織化を進め、 政治参加の既成の過程に
加わるだけではなく、 議会での代表権に止まらず、 統治権限へのアクセスを求
め、 権力の共有を求めることがあるO あるいは逆に、 先住民集団のように、 そ
の民族的独自性の承認を求め、 自らの生活圏を多数派民族のそれから防御し
て、 独自の公共空間をもっ単位であることを主張し、 集団権の承認を迫り、 自
治権、 分離権、 あるいは憲法の適用離脱権まで求めることもあるO こうした情
況に直面した国家が採る融和的対応策は、 国を分けて分離独立を承認するか、
国家内での政治的自治(autonomy)を承認するか、 あるいはその要求のすべ
てを拒否して、 個人的自治のみを貫徹させるべく交差横断的所属意識をj函養し
て国民形成に努めるか、 のいずれかになろうO
従来の議論は、 自治権付与には慎重であった。 自治権付与が検討されるとき
は、 そのまま行けばセセッションが不可避である情況、 あるいは抑圧・弾圧手
段に拠っては問題解決が望めず、 コストがかかり過ぎる情況にあるときであ
るO そうした情況では、 自治権付与は強制力行使がもたらす脅威を回避でき、
コストも低いメカニズ、ムを選択することになるO しかし、 自治権付与は、 敵対
する周辺民族(エスニック)集団に政治参加の場を与えて国家内ガバナンスの
構成単位にし、 正当な手続きにもとづいてコントロールするというメリットも
もっているO もちろん、 自治権付与は文脈特定的に行われることが多く、 万能
薬として安易に一般化することはできない。 エスニックな内戦あるいは衝突を
より良く処理できる枠組みの制度化が可能な場合の話であるO
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そもそも、 自治自体が領土的なものから言語権や教育権などの機能的に限定
された自治まで多様な内様をもっているO それは民族集団間のダイナミックス
をも反映する複雑なメカニズ、ムであり、 独立一歩手前の広範な管轄権限を付与
される自治から、 最小限の自治(権限移譲の少ない象徴的分権化)まで、 さま
ざまな現れ方をするo 15)分権化」の列に示された選択肢は、 そのような自
治権付与体制を構成する諸対策であるO
慎重さのもう一つの理由は、 リベラルな多元論の影響であるO 冷戦期に登場
したレイプハルトのコンソシエーション(多極共存)モデルもホロウイツツの
統合主義モデルも、 基本的にはその流れのものであった。 もちろん、 ホロ
ウイツツの統合論がマジソン的なリベラルな多元論であるのに対し、 レイプハ
ルトのコンソシエーション論は自治権付与をそのモデルの主要な要素としては
いたので、一応は【図表2 ]の右端までをカバーしていたことになるOしかし、
それもリベラルな多元論にいずれは席を譲るべき過渡的形態として概念化され
ていたのであるO
初期のコンソシエーション論は、 A.レイプハルトによって60年代に登場し
たアプローチであるO それはエスニックな亀裂が激しいいわゆる「断片化社会
(fragmented societies) Jにおいて、「断片化した政治文化をもっデモクラシー
を安定したデモクラシーに変えるべくデザインされたエリート・カルテルによ
(20) 
る統治」として提示された。 その後、 レイプハルトは、 1 )大連合、 2 )区画
自治、 3 )比例制、 4 )相互拒否権の四つからなるコンソシエーショナル ・ デ
(21) 
モクラシーの概念化をして、 対象を限定することになるO そして、 さらに、 改
めて限定を緩めて、 変数を増やした「コンセンサス・デモクラシーjの概念化
を行い、 準コンソシエーショナルな政治体の把握に向かった。 これは、 コンソ
シエーションのよりソフトなバージョンで、 対象になるのは軽い分断化に止
まっているセミ多元化社会であった。 つまり、 より広義のパワー・シェアリン
グ体制の概念化にほかならなかった。
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いずれ にしても、 レイプハルトの コ ン ソ シエーシ ョ ン論 については、 さまざ
まな角度から検討がなされ、 批判もまたさまざま に なされた。 そのなかで、
CPS にかかわって大事な点は、 1 ) 分断の程度の緩い社会を対象に構成され
た理論であり、 冷戦後の分断社会 における自治権・自決権紛争には適用が難し
い、 2 ) エスニックなアイデンテ ィ テ ィ を肯定し、 実体化しており、 亀裂は構
造化されてしまう、 3 ) エリート・カルテルによる統治は民主的ではない、
4 ) 民主的反対派が存在しない、 などの諸点 に 集約されようO こうした批判の
前 に 、 コ ン ソ シエーシ ョ ン型パワー・シェアリングは、 それ自体が一つのデモ
クラシーとして位置づけられるよりは、 デモクラシーへ移行する過程での特殊
型と受け止められることの方が多かったとい え ようO振り返ってみれば、 この
同 じ期 間 に、 J' ロールズの正義論をめ ぐる活発な議論が展開 され、 C'テイ
ラー、 W・ コ ノリ一、 J . ハーパーマ スらがマ ルチカルチュラリズム に ついて
論争し、 アイデンテ ィ テ イ ・ポリテ イ クスの是非をめ ぐっての議論も活発 に行
われ、 「政治的なもの」 への回帰が叫ばれ、 ラデ イ カル・デモクラシーが語ら
れていた。 理論的 に、 また思想的にも内容豊かな展開が見られた期 間 だ、った。
しかし、 にも拘わらず、 それらが コ ン ソ シエーシ ョ ン型デモクラシー論 に新た
な展開をもたらすということはほとんどなかった。 それは、 これら 4 点の批判
が足かせになったからに ほかならない。
他方、 統合主義のパワー・シェアリング・アプローチは、 基本的に社会改革
主義的で、 国家内の民族的(エスニック) な亀裂をいか にして埋め立て、 橋を
架けるか に腐心するO エスニック集団を代表するエリートを避け、 抑 え 込み、
むしろ集団聞を横断する粋の構築 に務め、 国民的アイデンテ イ テ イ の形成に 向
かうのであるO 【図表 2 1 における非極化の方向 性がそれを示しているOボト
ム・アップによる社会関係の刷新 により、 市民社会のエリート(労働組合、 市
民団体、 その他の利益集団の代表者) たちをエスニック集団のエリート に 立ち
向かわせ、 アイデンテイテイ ・ポリテイクスを消滅させるのであるO 要 になる
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のは、 基本的人権の保障であるO 人権 コ ー ド によってエスニックな主張を抑 え
込み、 集団権をいっさい認めない姿勢を強化するO また、 個々のエスニック集
団内の分裂を強調するのもその基本的ストラテジーの一つになるO ホロウ イ ツ
ツの統合主義アプローチがその典型 になるO ホロウ イ ツツの掲げるエスニック
な紛争の解決のための方策はつ ぎのようなものであるO
1 ) 領域的権力の分散-権力的中心の多元化
2 ) 権限の委譲-ローカルなレベルでのエスニックな集団内競合を奨励する
3 ) 選挙法改正一エスニック集団関の事前協定を奨励する
4 ) 社会階級や領土などにもとづく択一的な社会的同盟・連携を促す政策
5 ) 資源配分の管理 による集団聞の不均衡是正
これらにより、 エスニックな利害を超 える全国型のマルチ・エスニックな政党
(普遍主義政党) を生みだし、 資源の再配分により経済的相互作用の力を極大
化し、 エスニック集団への所属 本意のアイデンテ ィ テ ィ を消滅させようという
わけであるO その理想は、 当 然のことながら、 マルチ・エスニックなアメ リカ
合衆国のメ ルテ イ ング・ポット社会ということ になるO
この統合主義アプローチの問題点は、 基本的に多数決主義 に なっている点で
あるO多数派の穏健派が、 不満を強めるエスニック集団 に対して、 その存在を
意識し、 その文化 に対する感受性を強め、 自分たちの公共空間 に場所を与 え よ
うとはするが、 多数決民 主 主 義、 手続き民主 主 義への固執ははっきりしてい
るO エスニック集 団 間でのエリート協調への評価が欠けているのも問 題であ
るO な により問題なのは、 暴力的な民族紛争後の平和構築の過程では、 こうし
た交差横断的な亀裂解消策がうまく機能しないことであろうO 平等と非差別を
唱える自由 主義的原理や個 人権のみを尊重する姿勢は、 エスニックなアイデン
テ ィ テ ィ に配慮し、 保護することにはならない。 アイデンテ イ ティ ・ポリテ イ
クスをエスノセントリズムと同一視するよつな姿勢も問 題 に なるO こうした姿
勢に対し、 エスニック集 団が対抗的に自治・自決の要求を強めるのは自然なこ
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とと言うほ かはない。
3.3 紛争処理のテクニック
C CPの CPSプロジェクトの成果は、 この 【図表2] に照らして見れば、 横
軸の1 1 ) 国民国家化j を最終目標とする研究に対して、1 5 )分権化J(自治
権や拒否権の付与など) を明示的に組み込んだ政治体制案を提示し、 平和構築
過程を動かすという構図を明らかにしたことであるO しかも、 その成果は、 冷
戦期の中 欧の比較的マイル ドな分断社会を事例として構成された コ ン ソ シエー
シ ョ ン論とは異なり、 冷戦後の激しい民族自決紛争のなかで試みられている紛
争解決方法を検討して生まれてきたという点できわめて重要と言 え ようO この
時期の民族的自治や自決を求める紛争は、 事態を憂 え た国連を始めとする国 際
機関や有力国が積極的に介入を始め、 その支援のもとに、 紛争当事者が分離あ
るいは共存のための合意形成に向けて動き出したところにあるO 実際に、 北ア
イルラン ド、 アチェ、 ブーゲンビルなど、 その20件を超 え る事例を見ていく
と、 これまでの固定観念とは異なる展開が見られ、 理論的には従来のパワー・
シェアリング論を二分してきた コ ン ソ シエーシヨン ・ モデルと統合主義モデル
の再検討を迫る内容となっただけではなく、 国 際的な介入/圧力の重要性が新
たに組み込まれ、 重要な変数として位置づけられることになった点が注目され
るO たと え ば、 それを、 本書の序論を執筆した M・ウ エ ラーの分析から見て
いくことにしようO
ウ エ ラーは、 これらの紛争を処理する過程で提示され処理のテクニックを三
(24) 
つに区分しているO その第一は自治権付与による解決案であるO 暴力行使の停
止と引き替 え に自治政府の樹立を承認する手法で、 国 家全体の枠組みを残した
ままで、 分離独立を求める民族集団に自治権を認めるといういわゆる 「非対称
的自治j の導入であるO 本書では、 フ ィ リッ ピン、 モ ル ドパ、 ならびにグルジ
アの紛争解決案をこのカテゴリーの事例として取り上げているO この手法は、
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戦闘集 団に自治権を付与するのであるから、 もともと危険な賭に近い局面を
もっているO 実際に、 出来上がった新しい自治単位が圧政、 人権侵害などに走
り、 良きガバナンスの実現に努めないなど、 共存のために必要な最低限の統合
課題すら果たさない事例も過去にはあったのであるO したがって、 「悪い平和
であっても、 紛争の永続化よりはベターだj という割り切りで行われるものと
ウエ ラーは説明するO
第二のアプローチは複合型パワー ・ シェアリング(CPS) で、 ウ エ ラーはこ
れを公的権威体の複雑な水平的かっ垂直的重層化が存在するところでの紛争解
決に適した手法だと言っているO 北アイルラン ドやボスニア・ヘルツェゴピナ
に見られる権威体の重層化や水平的相互関係がその例になるO いずれの場合も
暴力行使の停止から始まり、 難しい合意形成に取り組まなければならなかった
事例であるO したがって、 CPSは、 紛争解決のための交 渉や実施、 そして紛
争後のガパナンスの実現のために国際的介入があることも前提にして概念化さ
れており、 極化の局面( r 4 J協調→rSJ分権化)とともに、 表上段のr[ D] 
外圧/介入」 をも組み込んだ内容となるO
[図表 3 ] は、 民族紛争の調停過程において処理すべき課題群を分類したも
のであるが、 ここに示された三つの課題群 (外的制御 、 非軍事化、 内的自決化)
は、 和平合意の形成過程のみならず、 停戦後の平和構築 (合意の制度化、 有効
化) 過程で取り組まれるべき課題でもあるO とくに内的自決体制の構築は、 中
央政府における コ ン ソ シエーシ ョ ンだけではなく、 主権を二層 的に分権化し、
さらに紛争集団に自治権や拒否権を付与することで対等化(水平的分権化) す
ることで実体化されるO これらサ ブ ・ レベルでの主権的単位は相互に致命的な
利益の尊重をはかることにより緩衝力が働き、 さらに、 アウトサイダーによる
国 際的な監視 ・ 調整 メ カニズムが働くことで、 足並みを揃 えることになるとい
う考 え であるo rもし公共の権力が地方レベルから、 国 際レベルまでのさまざ
まなポイントに分配されたら、 主権がいったいどこにあるのかもはや簡単には
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図表3 和平過程の諸課題
国際要因(外的制御要因) 非軍事化 内的自決(主権分有)の承認
非対称的自治権付与
軍事介入
分離独立権承認アウトサイダーによる治安維持
民兵の動員解除 主権のプール(共同管理)国境横断リンケージの推進
民兵の武装解除 複合民族体であることの承認休戦監視
民兵組織の解体 裁判制度の改革
選挙/レファレンダムの監視
民兵の軍隊(警察)への吸収 難民帰還
人権擁護
武器放棄と有効な管理 新しい人権擁護帰還の設置
仲裁
非常事態法の解除 警察機構の改革アウトサイダーによる仲介
恩赦(囚人の解放/逃亡者への恩赦) 非政治化(解決困難な問題の先送り)EU加盟のコンデイショナリテイ
真実・和解委員会設置 元首/大臣職のローテーション化ガパナンスへの参加
比例代表制(ドント方式)
外部専門家のアドバイス
首相職/大臣職への比例代表制導入
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見極められまい。 こんな形での主権は、 もはや絶対的でも、 ゼロ ・ サム的でも
ない。 権力は、 公共サービスが一番 良く提供されるところにあるのだ」。
この手法を最初に適用したのが北アイルラン ドでの 「聖金曜 日 の合意j で
あったが、 武器放棄や警察機構改革などをめ ぐっての混乱による自治権停止期
間を経たのち、 どうやら軌道にのり始めたとい えるOボスニア ・ ヘルツェゴピ
ナの場合は、 パワー ・ シェアリング体制は、 1 ) 公共権力の大半が 中央を排除
して構成諸単位に移譲され、 2 ) 拒否権付与により国家の一体性が担保され、
3 ) かなり大規模な軍事力の長期にわたるプレゼンスが分離主義に対して有効
で、 さらに 4 )拒否権による決定の遅滞(停滞 )は、 上級代表部事務所(Office
of the High Representative) が単に勧告権限を行使するだけはなく、 次第に協
同ガバナンス(co-governance) の制度へと変 身 することでカバーされ、 早期
崩壊の予想、に反して、 国家統ーはなんとか維持され、 その聞に政府機能は高ま
り、 国際的軍事力のプレゼンスも減りつつあるO かくして、 ウ エ ラーは、 CPS
は、 国家としての全体的機能の障害となるような変化を引き起こすこともな
く、 依然として危険をはらみながらも、 総 じて成功と見なされつつあると評価
しているO
第三のアプローチは、 自決権の次元により直接的に取り組むものである。 上
の二つは自治権を付与することで、 国 家的一体性を確保するやり方であるが、
そこでは民族自決要求は放棄されるO したがって、 自決要求を放棄しない民族
集団との交渉において、 逆に、 最終的な独立の可能性をさまざまな形で保証す
るやり方がこれであるO これには三つのやり方があり、 その第一は立憲的自決
権保証で、 国 家 中 央が分離の手続きを明示した条項を憲法の規定に加え る場合
であるO その事例として、 ウ エ ラーは、 現在のエチ オビア憲法、 リヒテンシ ュ
タイン憲法、 カナダのrC larity ActJ、 そして英 国の コ モ ン ・ ローの伝統を挙
げているO エチ オ ピア憲法では、 国内のいずれの民族、 ナシ ョ ナリテ ィ 、 そし
てビープルも 「自決と分離の無条件の権利を有する」 と記しており、 リヒテン
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シュ タインの場合は、 どの市町村自治体( municipality)も、 望めば公園(prin­
cipality)から 「離脱する( remove itself) Jことを許しているO カナダのfC lar­
ity ActJは、 1995年のケ ベック州レフ ァ レンダムの結果を踏ま え て、 連邦構成
体が分離を選択する場合の手続きをレフ ァ レンダムによる明 白 な民意によると
しているO 英 国の不文法もまた、 ス コ ットラン ドとウエ ールズにおける人民意
思の純粋な行使の結果を受け入れるとしているO
実際のところ、 分離・独立が オ プシ ョ ンになりうることを明確にするやり方
は、 意外に効果的であるO ケ ベックの場合は、 分離主義者を納得させるという
より、 分離後の経済や政治に不安感を抱く穏健なケ ベック ・ ナシ ョ ナリストの
支持を増やすことになり、 却って連邦体制の安定化をもたらす結果となった。
このアプローチのもう少し限定的な適用例が自決権問題の繰り延べ(延期)
措置で、 将来のこの問題を解決するための機関の設置を約束する手法であるO
ウェーラーは コ ソボに関する1999年のラン プイエ合意、 国 連安保理議決1244
(1999) などがその女子例としているO
第二のやり方は、 紛争がすでに起きているところでの自決要求に 対するもの
で、 対立する集 団それぞれに対して自決権を保証するというバランス化手法
で、 ジ ョ イント合意なしにはいかなる現状変更もないことを約束するケ ースで
あるO その成功例は北アイルラン ドの聖金曜 日 合意であるO ウェーラーはその
成功の秘訣を、 一方において、 一つの全体としてのアイルラン ド島が自決の単
位であることを確認し、 他方において、 同時に北アイルラン ド の人々と南の
人々とがそれぞれに行うジ ョ イント合意なしにはいかなる現状変更もなし え な
いことも確認したことにあると見ているO つまり、 その同意なしにはいかなる
現状変更もないという点 において、 北アイルラン ドもまた自決権を要求できる
単位とされたのであるO この場合、 パワー・シェアリングは、 当 面必要な安定
と効果的なガパナンスを提供し、 信頼感を醸成する上で役立ったわけであるO
第三のやり方は、 コ ンデ イ シ ョ ナリテ イ の設定であるO 自決要求のバランス
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化が不可能なところでは、 最近の実践から自決の外的・内的 コ ンデ イ シ ョ ナリ
テ ィ という概念が生まれているO 外的 コ ンデ イ シ ョ ナリテ イ の事例は、 モル ド
パのガガウジアの自治領域の地位に関する1994年合意で、 モル ド パ共和 国がガ
ガウジアの自決権として、 かりにモル ドパ共和 国がそれ自身の地位について重
要な修正を行った場合一たとえば、 ルーマニアとの合併一、 ガガウジアもまた
レフ ァ レンダムによって分離独立の可否を問 うことができるというものであ
るO 内的 コ ンデ イ シ ョ ナリティ は、 パプア ・ ニューギニアとブーゲンピルの間
で確立されたもので(2001年の和平合意)、 この島の人々はパプア・ニューギ
ニアからの独立に関するレフ ァ レンダムを最初の自治政府の選挙後10年後(15
年以 内) に実施する権利を有しているO
以上、 プロジェクトが取り上げた紛争事例における紛争解決テクニックを筆
者自身の概念化枠組みのなかで位置づけ、 分類の再構成を行い、 さらにウ エ
ラーの整理にしたがって自決権にかかわる紛争処理の多様な有り ょ うを見たの
だが、 高度な自治権付与と CPSによる調整が実際的な選択肢として現実に利
用されていることは明らかであるO この現実を踏ま え て、 このプロジェクト
は、 さらに大きな理論的課題に取り組んでいるO すなわち、 上述の コ ン ソ シ
エーシ ョ ン型と統合型のパワー ・ シェアリングの二つの理論 モ デルを、 プロ
ジェクトが取り上げた冷戦後の民族紛争の処理事例を通 じて再検討し、 二つが
非両立的なものなのかどうか、 そして CPSの概念は二つを超 え て有効か、 最
善のものかを検討しているO
[4J 紛争処理理論の再検討
結論からい え ば、 このプロジェクトは、 分離が拒否あるいは延期されたとき
には、 CPSは分離主義紛争の解決のために有効かっ 強力な道具になるとして
いるo CPSは、 紛争処理の第一段 階では自治と コ ン ソ シエーシ ョ ナリストの
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テクニックを用い(極化過程)、 いったんエスニックな安定が実現すれば(第
二段階)、 恒久的解決に向けて 中 間的な状況を変革すべく統合主義的テクニツ
クの適用が増え ていく(非極化過程) と見ているO そして、 第一、 第二段階を
通 じて、 国 際的介入は重要で、 緊張を緩和し、 エスニックな政治のゼロ・サム
型 ゲーム化を抑 える上で決定的な貢献をすると判断しているO 一見して二つの
理論的アプローチを抱き合わせたような 内 容ではあるが、 最近の事例をもと
に、 和平交 渉の過程から、 形成された合意 の実施、 平和構築の過程、 そして政
治統合への過程を全体として捉え 、 概念化し、 政策的選択肢をここまで検討 ・
整理したものはない。 以下では、 とくに二つのアプロー チの再検討の内容を見
ることにしたい。
4.1 コ ン ソ シエーシ ョ ン型パワー・シェアリング論の再検討
4.1.1 アウトサイダーの役:割
マッガーリーは、 本書の最終章「結論J において、 コ ン ソ シエーシヨン型パ
ワー・シェアリング論の理論的問題を三つ示しているO 第一は、 パワー・シェ
アリング型の紛争解決方法を生みだし、 実施し、 さらにメ インテナンスをする
上でアウトサイダーが果たす ポジテ ィ ブな役割が過小評価されている点であ
るO たしかに、 初期の コ ン ソ シエーシ ョ ン論では、 外部の脅威はそれほど重視
されてはいない。 コ ン ソ シエーシ ョ ンを誘引する諸要因のほとんどは圏内的な
要因であり、 囲 内環境を重視した概念化になっているO ノー ドリンガーの場合
は、 仲裁者、 仲 介者、 外部の専門家などが紛争の規制に果たす役割を む しろ
はっきり排除さ えしていた。 その理由 は、 当 時民族自決紛争に第三者が介入す
る事例がほとんどなかったからであるO しかし、 現在はたくさんのさまざまな
単位(国家、 国 際機関、 あるいは有力な個人すらも) が紛争解決に積極的な役
割を果たし、 事例によってはこうした紛争解決法に必須のものになってきてい
るO マ ケ ド ニ アでは、 1990年代に国 連、 EU、 OSCEが予 防的仲 介に成功し、
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米国と提携して2001年8月のIOhrid AgreementJの仲介に手を貸した。2001
年 9月のブーゲンピルの平和協定の仲介には、 ニュージーランドとオーストラ
リアが参加しているO 北アイルランド問題では、 米国政府と上院の与党のリー
ダーだ、ったジョージ・ミッチェルがナショナリストとユニオニストの仲介に、
そしてナショナリストと英国政府との仲介に成功した。マッガーリーは、 これ
らの事例 を も と に、 仲 介者 が 合 意 形 成過 程 で 果 た すピー ス・キー パー
(peacekeepers)としての役割を指摘するO すなわち、 弱小諸党派の聞に、 そ
の交渉に意味があり、 それぞれがコミットできると伝えることにより、 信頼感
を醸成するのに役立ちうるということで、 北アイルランド問題では米国が仲介
者としてアイルランドの共和派に交渉のメリットを確信させる結果につなが
り、 ブーゲンピルの平和協定も、 オージーが仲介役としてその地のナショナリ
ストに同様のポジテイブな効果をもたらしたというO また、 アウトサイダー
は、 仲介役に止まらず、 EU加盟カードのように、 ひとつのコンデイショナリ
ティとしてそのもてる資源を使い、 東方諸国の国内のマイノリティ問題処理に
影響を及ぼすことも指摘され、 マケドニアと北アイルランドの聖金曜日合意が
その好例とされているO
アウトサイダーは、 紛争当事者を交渉の場に引き込むために軍事力行使をす
る場合もあるO ボスニアでは、 紛争解決のための仲介が失敗に終わった1991 � 
95年にNATOによる軍事介入がなされ、 1995年のデイトン合意への交渉の道
を切り開いた。コソボでの2001年の休戦合意は、 西欧による軍事介入のパック
ドロップに対抗して交渉されたものであるO そのほかに、 アフガニスタンのタ
リバン政権崩壊後のパワー・シェアリング体制と2003年 3月の米国のイラク軍
事侵攻後に樹立された諸派連合政府があるO
さらに伝統的なコンソシエーシヨン型デモクラシー論は、 合意形成後にアウ
トサイダーがポジテイブな役割を果たす可能性を無視していた。すなわち、 合
意された政治的解決の遂行と制度化過程での活発な活動の両方におけるアウト
24 
民族(エスニック)紛争の解決とパワー ・ シェアリング
サイダーの貢献の可能性であるO マ ケ ドニア、 ミ ンダナオ 、 およびガガウジア
では、 国際機関がさまざまに、 民兵組織の動員 解除、 武装解除ならびに人権擁
護を監視した。 北アイルラン ドでは、 アウトサイダーが民兵組織の武装解除と
警察制度改革の遂行監視をしていた。 プーゲンピルでは、 オ ージーが計画され
た民族自決のためのレフ ァ レンダムの監視に当たった。 これらの事例は、 外部
のエージェンシーが紛争後の過程においても新しい警察力を育成し、 民兵を解
散させて普通の生活に戻すための資金援助までを担当 することを示しているO
なかでも特筆すべきは、 ボスニア ・ ヘルツェゴビナや コ ソボにおけるガパナ
ンスへの直接参加であろうOボスニアでは、 外部の代表者たちが最高裁と中 央
銀行を含めた新しい制度内で専門家としてあるいは仲裁者として働いているO
この二つの政治体ともに上級代表(High Representative) が最終指揮権を掌握
しており、 政治的行き詰まりの打開とセ キ ュリテ ィ の確保に責任を負った。 同
様の事例としては、 国連のキプロス計画(アナン ・ プラン)で、 アウトサイダー
が島の最高裁においてタイ ・ ブレーキングの役割を果たす可能性も示されてい
た。 この流れの中で、 国際人権条約加盟国のいくつかが、 アウトサイダーとし
て人権保護の推進と監視のために働いていることはすでに周知のことであるO
しかし、 マッガーリーのこうした指摘は、 冷戦後の民族問題への新しい対応
をただ賞賛するためのものではなく、 そうした対応を視野に入れていなかった
これまでの理論の不十分さを言っているのであるO 彼自身は、 アウトサイダー
が紛争解決の促進と維持に果たしてきた積極的役割にハイライトを当 てつつ、
こうした介入がつねに正しい方向を向いているとはか ぎらないことを十分に承
知しているOボスニアについては、 国 際的保護国のような現状ゆえ の介入であ
り、 実際のところ、 介入過剰状態にあり、 協 同的ガパナンスは披行的で、 協力
の政治へのインセンテ ィ ブは減少し、 在るのは 「疑似民主主義(faked democ­
racy) Jのみとするチ ャ ン ドラーの研究を引きつつ、 批判的に見ているO マ ツ
ガーリー自身が長く瞳を凝らして来た北アイルラン ドにおいても、 聖金曜 日 の
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合意 以来最近に至るまでの混乱(武装解除をめ ぐっての地域議会のたびたびの
機能停止) は英国政府による過剰介入が原因であり、 その判断は政治過程に多
くのネ ガテ イ ブな影響を与 え たと断 じているO したがって、 国 際的介入は不可
避だという主張には与せず、 その規範的主張にも拘わらず、 介入の多くは地政
学的かつ安全保障上の配慮によって決まるのであり(パレスチ ナ、 チェチェ
ン)、 R . T . ガーが2000年の著作で指摘した冷戦後の時代における穏和な介入
レジームの台頭も、 9/11以後は逆転し、 マイノリテ イ 集団をテロリスト集団と
して描くのに成功した国家がマイノリテ イ の希求に対するフリー ・ハン ドを獲
得していると述べるO
4. 1 . 2 囲内的自決・自治へ
第二は、 コ ン ソ シエーシ ョ ン論が、 もともとオ ランダ、 ベルギー、 オ ースト
リア、 スイスなど中 部ヨーロッパの比較的社会的亀裂の穏健な事例(宗教的 ・
階級的亀裂が 中心) をもとに組み上げられた理論で、 民族的亀裂がさらに深い
国家におけるエスノナシ ョ ナルな共同体の自治・自決問題は視野の外に置かれ
ていたという点であるO マッガーリーは、 コ ン ソ シエーシ ョ ン理論エスノナ
シ ョ ナルな コ ミ ュニテ イ のニーズを識別し損なった結果として、 中 央政府のレ
ベルで「誰が」 権力を行使すべきかは強調されても、 民族自決紛争の処理問題
の核をなす、 中央政府によって行使される権力の 「度合い( how muc h) Jや、
中 央政府は一つであるべきか二つであるべきかである(すなわち、 一つの国家
か、 複数の 国 家 か) といった問題が消 え てしまったと指摘す
(2。 実 際のとこ
ろ、 80年代半ばに至るまでは、 自決権や自治権をこうした共同体に付与するこ
とには反対意見の方が圧倒的であった。 それが分離・独立に繋がることを恐れ
たからであるO
このような姿勢に対し、 CPSの紛争解決法は自決権、 自治権、 あるいは分
離権に正面から言及し、 圏内での自決 ・ 自治を許容する制度の構築を選択す
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るO 中 央政府の内部 におけるパワー・シェアリングを超 え た方策であるO これ
は、 実際 に ブーゲンピル、 モ ル ドパのガガウジア、 そしてフ ィ リ ピンの ミ ンダ
ナオで採用された解決案で、 いずれの場合に も自治権付与は非対称的で、 紛争
当事者である特定エスニック集団 に譲歩し、 その人口集団 にのみ、 残りの国民
とは異なる特別な地位を与 えること になるOボスニア・ヘルツェゴピナでもデ
イトン合意はセルビア人、 ボスニアク人、 およびクロアツ人のための自治権を
保証しており、 北アイルラン ドでもアイルラン ド系ナシ ョ ナリストは地域的な
パワー・シェアリング体制のもとで実質的な自治権を付与されているO
第三は、 国境横断的リンケ ージ(cross-border linkages) 強化策であるO 民
族的亀裂の深い分断固家の場合、 その対立するエスニック集団の境界線が既存
の国境を越 え て広がっており、 一国では紛争処理が難しい事例も少なくない。
そこで採用されるのが国 境横断的リン ケ ージ強化策であるO これも従来のパ
ワー・シェアリング論では取り上げられてこなかった策であるO その代表例は
北アイルラン ド紛争の処理 におけるもので、 マッガーリーは、 そこ における国
境横断制度は、 主眼が民族自決問題そのものへの対応 にあったという点で、 こ
れまででもっともラデ イ カルなものであったと言うO このような国境横断的リ
ンクは、 マ ケ ドニアや コ ソボを含むその他の事例では嫌われたようであるO し
かし、 ボスニア・ヘルツェゴピナの二 つの単位(FBH と Republican Srspka) 
は、 外部のクロアチアとセルピアのそれぞれとの コ ンブエ デラルな関係を結ん
でおり、 ブーゲンピルの場合は、 その血縁国 家 である ソ ロモン諸島へのパプ
ア・ニューギニアの永続的代表団という栄誉を与 えられ、 新しい国境協定の処
理 に関わっているO 国連キプロス計画では、 キ プロスは、 その16条 によってギ
リシ ャ とトル コ の両 国と 「特別な友好的粋」 を維持することを求められてい
るO
自治と国境横断的リンクに加え て興味深いのは、 最近の和平合意 には国 家の
多民族性を少なくとも暗黙 に承認する条項を含める場合、 あるいは国家内のマ
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イノリテ イ が独自な社会あるいは民族を構成すると法的にあるいは憲法上で承
認する場合があることであるO マッガーリーが挙げる事例は次の通りであるO
1 )  rガガウジアの特別な司法的地位に関する法J(Law on the Special Legal 
Status of Gagauz) の序文。 この法律が 「ガガウジア人の民族的ニーズを
満たし、 そのアイデンテ ィ テ ィ を保存するj 目的をもっと述べている
2 )ブーゲンピル平和協定の第 4 条。 自治権付与の目的のーっとして、 「 ブー
ゲンピルのアイデンテ ィ テ ィ の表現と発展Jが含まれている
3 )マ ケ ドニアの修正憲法。 その 「 コ ミ ュニテ ィ ーズ」 に 「そのアイデンテ イ
テ ィ の表現、 育成、 およ び発展のための学 会などの団体のみならず、 文
化、 芸術、 科学、 ならびに教育のための諸制度を構築する権利j をも与 え
た。 マ ケ ドニアはマイノリテ ィ に実質的な自治を与 え てはいないが、 枠組
み合意 (Framework Agreement) はローカルな権威体に 「その コ ミ ュニ
テ イ のアイデンテ ィ テ ィ を記す紋章を地域の公共建造物に掲げる」ことを
許している
4 ) コ ソボのラン プ イ エ 協 定。 その 「民 族 的 共 同 体(national communi­
ties) Jに 「民族的、 文化的、 宗教的、 そして言語的アイデンテ ィ テ ィ を
保存し表現する」ことができるようにしている
さらに、 制限付きではあるが、 分離独立権を含む マイノリテイ の民族自決権を
承認している事例もあるO ガガウジアがモ ル ド バ共和 国 によって保証された
「外部的民族自決権j についてはすでに述べた。 ブーゲンビルの平和協定は、
10�15年以内に「ブーゲンピルの将来の政治的地位に関するレブアレンダム」
の実施を、 「 ブーゲンピルの独立」 という選択のーっとして唱っていた。 北ア
イルラン ドの協定では、 英 国政府を含む署名 単位は、 条件を付けた上で、 南北
の意見の一致にもとづく統一アイルラン ド実現のための民族自決権を行使する
権利を承認していた。
ちなみに、 これはカナダにおいても許容された権利となっているo 1995年の
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ケベック川レファレンダムの後、 カナダ連邦議会はケベックが「独自の杜会」
であることを承認し(1995年)、 翌年には地域的拒否権体制を採用して拒否権
行使の範囲を広げ、 さらに2006年には、 カナダ国家内の「民族(nation) Jで
あることを承認した。
これらの民脹紛争解決案に示された対策や問題処理原則が示しているのは、
明らかに時代が変わったと言えるほどの変化である。 非対称的自治権 付号、 国
境横断的リンケージ、 民族性の憲法的承認、 分離・独立権付与といった取り決
めは、 国家内での1[1央政権をめぐるパワー ・シェアリングをはるかに超えたも
のであり、 伝統的な主権国家イメージにもそぐわないものである。 コンソシ
エーション型パワー ・シェアリング論も、 統合主義的パワー ・シェアリング論
も前提にしていたのは集権的な国民国家形成、 すなわちネーション ・ ピルデイ
ングであった。 それが、 今日では、 はるかに弾力的な、 可能なかぎり分権的な
政治システムに変わり、 まさに「多民族」のままでの国家の在りょうをイメー
ジした干和構築が試されているのであるO
4.1. 3 コンソシエ…シヨン理論と戦争から平和への移行
CPSは、 民族的亀裂に分断され、 暴力的紛争を経験した分断国家や地域で
の和平過程、 制度構築を含めて平和構築を検討するプロジェクトである。 コン
ソシエーションの理論家は行政府、 立法府、 選挙制度などを含む政治制度のデ
ザインに焦点を挟く絞ってきたために、 この過程に伴う問題を処理する方法を
十分には語ってくれなし'0 CPSが取り上げて向き合っているのは、 まさにそ
うした問題への対処策である。 そこに立ち現れる課題群と処理方法について
は、 すでに[図表2 ]と[図表3 ]に示しであるO
ここで大事なことは、 合意形成には、 しばしばパワー ・シェアリングや白治
権付与以上のものが求められるということである([図表3 ]参照)。 このプロ
ジェクトが調査した事例では、 民兵組織の解体、 思赦、 治安部門(警察機構)
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のオーバー・ホール、 武装解除、 人権擁護などが争点になっており、 これらの
問 題の処理は、 パワー・シェアリングや自治権付与問題よりもはるか に合意形
成が難しいとマッガーリーは記しているO 恩赦については、 プーゲンピルで
は、 服役 中の囚人が赦免され、 北アイルラン ドでは、 再犯すれば再投獄もあり
うるという条件付きで囚人の解放が決められた。 逃亡中の民兵の扱いについて
は、 ブーゲンピルで、は、 紛争に関わって戦闘員となった者すべて に包括的思赦
が認められ、 北アイルラン ドでは、 いわゆる I on the runs ( OTRs) J は収監を
免れることが認められた。
治安サービスの改革、 とりわけ警察の改革は、 優先順位が高く、 慎重さが求
められる問題であるO ブーゲンピルでは、 平和協定は、 パプア・ニューギニア
軍と警察の反乱鎮圧部隊の撤退と将来再度展開する場合の制限とを盛り込み、
ブーゲンピル側は自前の警察力の創設が認められた。 ミ ンダナオ では、 モロ民
族解放戦線(MNLF) の民兵が軍隊に吸収統合されるという条項が盛り込まれ
た。 これは、 雇用の機会を与 え 、 マイノリティ の安全への懸念を払拭するのに
役立つとともに、 アイデンテ イ テ イ の拠り所を提供する効果が期待される方策
と言 えようO しかし、 北アイルラン ドでは、 警察機構のラデ イ カルな改革は、
ナシ ョ ナリストの合意をとりつける上で死活を左右する問題となり、 交 渉に当
たった当事者たちは、 この問題を独立委員 会 に引き渡し、 委員 会は人口に比例
し、 民族的に公平で、 人権を道守し、 かっ普段は非武装である警察の実現とい
う課題を担った。 北アイルラン ドの聖金曜 日 の合意には、 英 国軍を含む非軍事
化への包括的 コ ミ ットメ ントが盛り込まれた。
しかし、 これらの問題は、 もともと紛争集団の安全保障という死活を制する
問題であるだけに、 なかなか合意に至りにくい。 とりわけ、 統合された軍隊と
警察の新設は、 紛争集 団 内での意思の統一が進まず、 恐怖の再生産になる事例
もあり、 難しい。 ボスニアのセルピア人の側での恐怖が、 デイトン協定の交渉
の場で、 ボスニア ・ ヘルツェゴピナの二つの集団にその軍隊を維持することに
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合意させ、 他のいかなるフェデレーシ ョ ンでも前例のないきわめて異例の体制
を生んだ、ことはよく知られているO
ともあれ、 こうした和平過程、 平和構築過程での経験を踏ま え た上で、 CPS
のプロジェクトは、 紛争処理を前進 させる方法として、 次の三つを示唆してい
るO 第一は、 非政治化で、 処理しにくい問題を信頼関係が構築されるまで脇に
置いておくことで、 コ ンセンサスのある問題については前進 が可能になるO 第
二は、 一方の側からの譲歩を他方の側のそれにリンクすることであるO これに
よって、 どちらの側も立場を失うことなく交渉を続けるインセンテ ィ ブをキ ー
プすることが可能になるO ブーゲンピルでは、 パプア・ニューギニア政府は自
治権付与の合意の諸部分をブーゲンピリア人による武器放棄への応諾とリンク
させた。 北アイルラン ドでは、 リンケージ策はつねに試みられてきたが、 なか
なかうまく行かず、 いくたびもの政治的危機の果てに、 2003年 5月に、 英 国政
府が、 リンケ ージ原則によって非軍事化、 ローカルな警察機構の強化、 および
元民兵たちへの雇用機会の提供を約束し、 それを 「完了行為(acts of comple­
tion) J (IRA による武器の放棄) とリンクさせるという コ ミ ット メ ントを打ち
出した。 第三の方法は、 アウトサイダーの組み込みであるO これはすでに述べ
たが、 北アイルラン ドでは行き詰まり状態の打開に決定的な役割を果たしたこ
とはよく知られているO
4.2 統合主義のパワー・シェアリング、 コ ン ソ シエーシ ョ ン、 そして CPS
4.2.1 コ ン ソ シエーシ ョ ンは民族的亀裂を構造化するのか
ホロウ イ ツツらの統合主義パワー・シェアリング論は、 冷戦後は国際介入の
重要性や統合を推進 するアウトサイダーの役割を認識し始めていたが、 総 じ
て、 民族自決問題の難しさを無視する傾向が強かった。 その点では、 コ ン ソ シ
エーシ ョ ン論者とたいして変わりはない。 しかし、 統合主義のアプローチは、
コ ン ソ シエーシ ョ ン論を批判し、 どこまでも亀裂の解消による国民化を課題と
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し、 アイデンテ ィ テ イ ・ ポリテ ィ クスを批判し、 社会関係の刷新に心を砕く姿
勢を崩していない。 マッガーリーは、 こうした統合主義者の姿勢に対して CPS
(54) 
は三つの反省を求めていると言うO すなわち、 第一に、 コ ン ソ シエーシ ョ ナル
な諸制度は、 特権的なアイデンテ イ テ ィ 集団や亀裂の刻み込みを必要としてい
ない、 第二に、 コ ン ソ シエーシ ョ ナルな制度はデモクラシーと両立する、 第三
に、 紛争処理のための コ ン ソ シエーシ ョ ナルなアプローチは実行可能である、
の三点であるO 面 白 いことに、 この部分以降は、 コ ン ソ シエーシ ョ ン型 パ
ワー ・ シェアリング論を再評価し、 積極的に支持する主張を展開してきたマツ
ガーリーとオーリアリーの面白躍如とも言うべき所説の展開になるO
第一点は、 統合主義者からの二つの批判- コ ン ソ シエーシ ョ ン型パワー ・
シェアリングが民族的亀裂を固定化、 構造化するという批判と、 それがエス
ニックなエリートをエスノセ ントリズムに走らせ、 非エスニックなアイデン
テ ィ テ ィ とトランス・エスニックなアイデンテ イ テ イ に対ーしエスニックなアイ
デンテ ィ テ ィ を「特権化する」、 という批判ーへの反論であるO この批判には
ネ艮拠がないわけではなく、 マ ッガーリー自身、 CPSのプロジェクトでもそれ
を証する証拠があるとして、 デイトン合意と北アイルラン ドの聖金曜 日 の合意
を挙げるOボスニア ・ ヘルツェゴピナでは、 大統領・副大統領職のローテー
シ ョ ンと議会の構成において、 自らをエスニックに定義したくない市民がこれ
らすべての官職から排除されていた。 北アイルラン ドの合意においても、 ユニ
オニズムとナシ ョ ナリズムを他の形態のアイデンテ ィ テ ィ に対して議事決定方
式や投票方式などで特権化していた。 このような特定のアイデンテ イ テ イ を特
権化するやり方は、 実は至る所で行われていて、 キプロスでは、 1960年代初頭
に短期 間 実施された コ ン ソ シエーシ ョ ンにおいて、 レバノンでは、 1943年レバ
ノン国民協約(Lebanese National Pact of 1943) 以降、 要職のローテーシ ョ ン
はマロナイト・クリスチ ャ ン、 スンニ一派ムスリム、 およびシーア派ムスリム
に独占され、 人口の増減はいっさい反映されず、 少なくとも1989年まではマロ
32 
民族(エスニック)紛争の解決とパワー ・シェアリング
ナイト・クリスチ ャ ンが大統領府を独占していたという点でもっとも特権化さ
れていた。
しかしながら、 CPSはまた、 そうした特定エスニック集 団 の特権化は コ ン
ソ シエーシ ョ ナルな制度デザインに本質的なものではないことも明らかにして
いるO マッガーリーが主張するのは、 コ ン ソ シエーシ ョ ナルな制度は、 その本
性において コ ーポレイト型ではなく、 むしろ逆にリベラルなものでもありうる
という点であるO 上述の北アイルラン ドの事例においても、 選挙制度について
みれば、 北アイルラン ド議会では PR-STV(比例代表単記移譲式、 proportional
representation-single transferable vote) 選挙制度を採用しており、 特定のエス
ニック集団の特権化はしていない。 南アフリカの移行型パワー・シェアリング
の取り決め(l994� 1996) も、 政党の強さを基盤に副大統領と閣僚の椅子を配
分したのであり、 帰属の特徴によってではなかった。
さらに、 マッガーリーは、 リベラルな コ ン ソ シエーシ ョ ンは、 非エスニック
あるいはトランス・エスニックな政党を含 む 新しい政党の台頭をウエ スト ミ ン
スター型体制以上に促す可能性があるとも言うO 実際、 コ ン ソ シエーシ ョ ンが
比例代表制選挙制度と組み合わされると、 政党にとっては、 議席獲得の敷居
は、 小選挙区制のウエ スト ミ ンスター型選挙制度のそれよりもず、っと低くなる
し、 選好のランク付けを許す PR- STVは、 低いランクの選好のノン・エスニッ
クあるいはトランス・エスニックな投票への好機を提供することもあるO ドン
ト方式が、 死票を減らし、 ウ エ スト ミ ンスター型制度で通常求められるよりは
はるかに少ない票での議席獲得を可能にさせることは、 すでに 日 本の選挙民も
承知していることであるO この点については、 マ ッガーリーと オ ーリアリー
は、 これまでにも、 リベラルな コ ン ソ シエーシ ョ ナリストとして、 コ ー ポラ
テ ィ ックな原理なしに集団を保護することを望み、 北アイルラン ド問題で、 合
意を見直し、 コ ーポレイト型原則の可能な限りの削除、 首相と副首相の選出へ
の ドント方式の活用、 ナシ ョ ナリストもユニオ ニストもそれぞれの立場をとれ
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ないようにするピルトインされたセイ フ ガー ドの組み込みなどを提案してきて
いるO
4.2.2 コ ン ソ シエーシ ョ ンは民主的でありうる
二番目は、 コ ン ソ シエーシ ョ ナルな諸制度は、 民主的な反対派を含め、 デモ
クラシーと両立するという主張になるO これは、 コ ン ソ シエーシ ョ ンが大連合
体制であることから、 しばしば批判されるところで、 反対派の不在とエリート
協調の三つがそもそも参加民主 主義の発展と相 容れないのだという批判にな
るO この二つの批判は、 ある程度は正しい。 しかし、 マッガーリーは、 それは
部分的に正しいだけ(完全に包括的な コ ン ソ シエーシ ョ ンの場合が存在する場
合だけ) で、 実 際には、 CPSの調査結果では、 ほ とんどの場合、 反対派は存
在し、 小政党も複数存在すると言うO 北アイルラン ドでは、 最初の 「合意J 後
の政府は四大政党すべてからなっていたが、 占有議席は108議席のうちの89議
席で、 ほ かに五つの小政党が存在し、 反対派は19議席を占めていた。
議会の運営においても、 現実はそれほど簡単ではないのであって、 内 閣の要
職や委員 会の長の職を他の政党に配分することで得 ら れる調整上のメ リットは
あるO 内閣や政党も、 たとえ コ ン ソ シエーシ ョ ン体制のもとにあっても、 1 ) 
「全会一致型(concurrent)J (多数派を構成する諸政党に限定されるが、 それ
ぞれの政党(分断区画)内部からの支持は全面的ではない)でありうるし、 2 ) 
「弱体型(weak)J (政府与党に連なる政党(分断区画)の少なくとも一つが、
その集 団 内 部の相対多数(plurality) しかとれていない場合) もありうるO い
くつかの分断区画に支持されては居ても、 すべての区画からではないこともあ
りうるO
コ ン ソ シエーシ ョ ナルな制度は、 単一支配政党の内部においても、 その政党
が内部的にマルチ ・ セグ メ ンタルな提携になっていたり、 その行政官が異なっ
たセグメ ントの代表からなっていたりすれば、 そこに存在しうるO 実際、 そう
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した 「 コ ン ソ シエーシ ョ ナル政党」 は、 通常のウ エ スト ミ ンスター型の二大政
党制モデルにも存在しつるわけで、 マッガーリーがカナダやイン ドをその好例
として挙げるのは正しい。
さらにもう一つマッガーリーが注目するのは、 多数決制のウ エ スト ミ ンス
ター型モデルが、 時としてこの点で コ ン ソ シエーシ ョ ンとポジテ イ プに対照的
になり、 必ずしも強い反対派を生み出さない制度にもなることであるO 教科書
的には、 ウ エ スト ミ ンスター型 モ デルにおける小選挙区制の特筆すべき特徴
は、 それが選挙でのマイノリテ ィ を議会での多数派に変 え ることで 「強いJ政
府にするところにあると言われるO しかし、 実際には、 それがあまりにうまく
いくので、 反対派を無能な残党に後退させてしまうこともしばしば起こるO そ
の極端な例が、 1987年にカナダのニュー・プランズウ イ ツク州で起きた。 州選
挙で自由党が得票率60.4%で州議会の全議席を勝ち取ったのであるO
エリート協調の重要性については、 実際に コ ン ソ シエーシ ョ ナルな体制のも
とで、 民族(エスニック) 集 団 間での緊張した状況に身を置いたものでなけれ
ば、 おそらく理解しにくいことだろうO コ ン ソ シエーシ ョ ナルな紛争解決法に
は、 リーダーの妥協能力、 そして説得力が重要なのは間違いない。 しかし、 そ
れを 「エリート・カルテル」 と表現したのは、 余計な批判を浴びる結果になっ
て、 いかにも拙かった。 実 際には 「エリート協調」 と呼ばれるべきで、 市民社
会からの積極的参加が、 却って亀裂を深め、 事態を深刻化させるケースでは、
必須のものと言うべきであろうO これは、 筆者自身がカナダで、 1987�90年の
ミ ーチ湖化改憲合意の批准過程ならびに1990�92年のシ ャ ーロットタウン改憲
合意の際に経験したことであるO 連邦・州首相会議におけるオ ーセンテ ィ ック
なエリートたちの言動、 市民レベルでの無関心と煽動家の活動、 そして学界・
政界における個人主義的自由主義と コ ミ ユニタリアニズムの対立が混然一体と
なって生み出された状況は今も忘れがたい。
とはい え 、 CPSは、 コ ン ソ シエーシ ョ ンが必ずしも政治的エリートの排他
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的プロパテ ィ になるとは限らないことを証拠立ててもいるO マ ッガーリーと
オ ーリアリーは、 北アイルラン ドでの警察改革が広範囲におよぶ諮問 過程の産
物であったことを示し、 すべての地区カウンシルで2500回にのぼる文書配布が
あり、 公聴会が開催され、 l万人が参加し、 1000人が発言した(北アイルラン
ド における警察に関する独立委員 会、 Independent C ommission on Policing in 
Northern Ireland 1999) ことを記し、 北アイルラン ドの現在の合意が生んだ主
要な資産の一つは、 それが直接に市民によって支持されたものだったと述べ
るO さらに、 現行の合意は、 北アイルラン ドが英 国の一部として留まるべき
か、 それともアイルラン ドに統合されるべきかという最終的問題の決定を将来
のレブアレンダムのアジェンダにすると決めており、 英国では初めての「市民
(63) 
フォーラム(Civic Forum) Jの設置も盛り込まれているというO
4.2.3 コ ン ソ シエーシ ョ ンは実行可能
統合主義のパワー・シェアリング論は、 社会変革主義であり、 社会統合を促
進 し、 集団聞の経済的不平等を取り去る政策を優先し、 紛争解決へのボトム・
アップ・アプローチを好 む。 彼らは、 労働組合、 平和 団体、 紛争解決のための
ノン・エスニックな政党や集団などによる多元主義を唱 え 、 社会的亀裂の横断
化と超越的アイデンテ イ テ イ の構築によってエスニックな粋の消滅を狙うO こ
のアプロー チ は、 分断国 家で働く NGO 関係 者にとりわけ人気が高い。 それ
は、 彼らが 「ローカルなエリートをエスノセントリックで後ろ向きの人 間たち
と見なしやすく、 そうした政治体を彼 ら の本国のようにもっと調和のある体制
に変革しようとする」からだとマ ッガーリーは言うO しかも、 コ ン ソ シエー
シ ョ ンを適用した三つの事例(北アイルラン ド、 ボスニア・ヘルツェゴピナ、
マ ケ ドニア) はいずれも安定しているとは言い難い。 北アイルラン ドでは、 議
会の数度にわたるサスペン ドを経て、 2007年秋からようやく動き出したばかり
であるし、 ボスニア・ヘルツェゴピナは国 際介入がなくなれば崩壊すると予想
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されており、 マ ケ ドニアのパワー・シェアリング制度は内外からの脅威にさら
されているO こういう事情では、 コ ン ソ シエーシ ョ ン型パワー・シェアリング
は実行性に欠けると見られでも不思議はないだろうO
しかしながら、 マッガーリーは、 コ ン ソ シエーシ ョ ン論者は統合主義者に対
し次の 5点で反論しうるとしているO
1 ) コ ン ソ シエーシ ョ ン論者は、 コ ン ソ シエーシ ョ ンが常に機能するとは
主張していない。 コ ン ソ シエーシ ョ ン論者は、 ホロウ イ ッツや彼の追随
者が考 えるほどには 「楽天的」 ではない。 どこまでも、 コ ン ソ シエーシ ョ
ンが多少なりとも成功に至りそうな条件の輪郭を描くことに献身してい
る
2 ) コ ン ソ シエーシ ョ ンの適用がすべて失敗したというのは誇張し過 ぎで
あるO これら三つのいずれにおいても、 コ ン ソ シエーシ ョ ン(加え て、
民族自決と安全保障の問題の明 白 な処理) は、 内 戦を終わらせるのに役
立った
3 ) これらの コ ン ソ シエーシ ョ ンが経験した困難は、 コ ン ソ シエーシ ョ ン
それ自体についてではなく、 和 平手続きの問題に関する意見の不一致に
よるものだった
4 ) 不 安定を生 む原因 を取り除いたり、 削減したりするために コ ン ソ シ
エーシ ョ ンを加工、 再加工することは可能である
5) CPSは、 相 対的に見て、 コ ン ソ シエーシ ョ ンがより現実的で、 より
安定性と矛盾しない体制で、 統合型パワー・シェアリングや社会変革よ
りも良いことを示唆している
統合型パワー・シェアリングはこれらの事例のどこにも顕著な形では出てこ
ない。 対抗する党派の間で交渉されたことは一度もない。 例外は一つ。 Repub­
lika Srspka の2000年の選挙で、 ボスニアの国 際監視機関によって課せられた事
例が一つあるだけであるO しかし、 この実験も失敗してす ぐに放棄された。
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ここで、 マッガーリーは、 統合型パワー・シェアリングが コ ン ソ シエーシ ョ
ン型パワー・シェアリングよりも交渉の対象になりにくく、 安定をもたらしに
くい理 由を複数挙げているO その一つは、 分断社会におけるリーダーは、 現状
のままで彼らを当 選させる選挙制度にもとづいた解決をより好 むからで、 エス
ニックな共同体のリーダーとしては、 トランス・エスニックな、 あるいはノ
ン・エスニックなエリートに変 身を迫る制度を嫌うということであるO また、
ホロウ イ ツツの言う穏健派の連携が体制の安定をもたらすという主張も確かで
はない。 排除された過激派は暴力を行使し、 穏健派に圧力をかけ、 妥協を難し
くする極化状況を醸し出しかねない。 北アイルラン ドでたった一度だけ穏健派
のパワー・シェアリング連携が試みられたことがあるo 1973�74年のサニング
デール合意がそれで、 このときは、 連携は両方の側の過激派から攻撃され、
五ヶ月で崩壊しているO 逆に過激派をパワー・シェアリング連携へ包摂するこ
とができれば、 過激派をより過激でなくすることもありうるO なぜ、なら、 パ
ワー・シェアリングは彼らの懸念を憲法的に処理し、 そのシステムに縛り付け
る支 え 棒になる機会を提供するからであるO マッガーリーは、 包摂は過激団体
内の穏健派の立場を強化しうるのだが、 ホロピッツらはこの可能性を重視して
いないと言うO もちろんそうならないケースもあり、 過激派を政府内に包摂す
るのは常に良いアイデアだとい っ わけではない。 実際、 1974年の北アイルラン
ドでは、 過激派はパワー・シェアリングを劇毒のごとく見て、 抵抗し、 軍事行
動に走った。 この場合には彼らはその立場を政権崩壊のために使いうるわけで
あるO
[ 5 ] パワー ・シェアリングの態様
以上、 C CP( ケン ブリッジ・カーネ ギー・プロジェクト) のプロジェクトの
概要を、 1 ) 複合型パワー ・ シェアリング(cps) 概念の内容紹介、 2 ) コ ン
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ソ シエーシ ョ ン型パワー・シェアリング論と統合主義のパワー・シェアリング
論の再検討というこつに絞って見てきた。 この概括でわかるように、 C CPが
冷戦後の民族(エスニック) 自決紛争の諸事例を対象に、 停戦から和平交渉、
平和構築への合意作成、 そしてその制度化と維持までを一体的に取り上げ、
CPSを概念化して操作化した作業は、 紛争解決研究史上貴重なものであるこ
とは明 白 であろうO
かくして、 冷戦後の民族自決紛争の解決に、 これまでにない特徴が顕れつつ
あるのは明らかであるO そのもっとも注目されるところは、 1 ) 民族自決要求
をして争う集団 に 国 家 内 での自治・自決という制度的対応が始まっている、
2 ) 紛争解決過程から紛争後の政治統合過程に至るまで国 際的制御 メ カニズム
が働いている、 そして、 3 ) それが水平的かっ 重層 的な民族紛争解決ガバナン
スとしてそれなりの展開を示している、 の 3 点だと言って 良いだろうo CPS 
の研究は、 まさしくそうした現状を適格に反映して、 経験的かつ理論的な考察
を加え ようとした時宜を得たプロジェクトであった。 ここではこの 3 点を踏ま
えた上で、 改めてパワー・シェアリングの態様について整理し、 検討すること
にしたい。 整理するに当たっては、 本プロジェクトにおいてアラン・ウォルフ
が表層 レベルでの比較対象を行っているので、 それに依りつつ考察を加 え るこ
とにするO
CPSが取り上げる国 家 内 での自決・自治原則を採用した紛争解決体制の事
例は、 ボスニア・ヘルツェゴビナ、 ブーゲンピル、 ガガウジア、 コ ソボ、 マ ケ
ドニア、 ミ ンダナオ 、 北アイルラン ド、 および南 オ セ チアの八つであった。 興
味深いのは、 これらのほとんどが事態の安定化にそれなりに成功している事例
になっていることであるO 西欧では、 北アイルラン ドが暴力的紛争対立からパ
ワー・シェアリング体制の機能化に向けて動き出しているO そのほ かにも、 ス
イスのジュ ラ州や南チロルが暴力的紛争後に維持可能な平和に至った事例とな
ろうOボスニア・ヘルツェゴピナ、 コ ソボなどバルカンの諸地域も、 本論執筆
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時点では、 暴力的紛争状態に立ち戻ってはいない。 アチェ、 ブーゲンピル、 お
よびガガウジアも、 同様に完全ではないが、 諸エスニック集団が政治的に非暴
力的手段で民族自決の要求を続けることが出来る制度的状態が提供されてい
るO ただ、 ミ ンダナオ の場合は、 2008年夏の時点で、 最高裁がキ リスト教徒の
訴 えを容れて紛争解決案を違憲と裁定したことにより、 暴力的紛争に後戻りし
てしまった。
いずれにせよ、 こうした民族自決紛争の解決案を比較しつつウォルフが見つ
めているのは、 1 ) 紛争当事者集団の民族自決要求にたいし制度的な表現を与
える必要性があることを承認する、 2 ) 有意な制度的枠組みの構築にはアイデ
ンテ ィ テ ィ 集 団関のローカルな関係と全国的関係とを考慮する、 の二点が共通
のテーマになっている点であるO それは、 あくまでも領域的に コ ンパクトにま
とまった集団に限られるのであるが、 民族自決要求への制度的配慮は、 領域的
自治(self-governance) の形態を採り、 アイデンテ イ テ イ 集 団 聞の関係はロー
カルと(and/ or) センタ一間のレベルでのパワー・シェアリングとして制度的
に構築されているのはわかるO
もちろん、 内的自決・自治という選択肢は、 民族自決権紛争そのものがそれ
ぞれに特有の コ ンテキ ストをもっているのであるから、 そうした制度的配慮そ
のものが事例毎に特有の形態をとるのは自然なことであろうO とりわけ、 個 人
主義的自 由 主義者たちが多数を占めるところでは、 そうした囲 内エスニック集
団を民族集団として特権化し、 基本的人権保障を脅かしかねない事態への政治
的妥協の展開を簡単には受け入れられるはずはない。 しかし、 たとえ そういう
国であっても、 カナダのようにケ ベックに対してそうした方向での差異の承認
をし、 慎重な法的判断を加え つつも原則として自治、 自決の原則を受け入れる
事例があることは忘れてはな ら ない。 それは、 どこまでも共存の道を模索しよ
うとする積極的な姿勢がもたらした選択であることともあれば、 長い交渉、の過
程の果てにたどり着いた辛い妥協の産物としての選択となったこともあった。
40 
民族(エスニック)紛争の解決とパワー ・シェアリング
カナダにおけるそうした方 向への原理的転換も、 ミ ーチ湖憲法協 定、 シ ャ ー
ロットタウン憲法協定をめ ぐる改憲のための批准過程、 そして95年のケ ベック
州レフ ァ レンダムの結果への対応という、 疲れ果て、 追いつめられた挙げ句の
選択であった。 そして法的にはきわめて慎重な判断を踏ま え ていながら、 いま
は確実に国家分裂の危機を脱しているO その半世紀近いケ ベック ・ ナシ ョ ナリ
ズムの昂揚の過程において、 死者はわずかに 1 名に留まっているのであるO
【図表2] で筆者が示した極化方 向 の選択肢( 要職のローテーシ ョ ンは除
く) は、 基本的にはカナダの1982年憲法に組み込まれているものであり、 また
そこにはそれ以後今 日 に至る長い交 渉の過程で形を取ったものも含まれてい
る。 外圧は、 強いて言うなら、 南の隣 国 米国の存在と NAFTA(北米自 由貿易
圏) となるだろうが、 冷戦後の諸他の民族自決紛争とは大きく異なり、 安定し
た経済体制のもとで分権的連邦体制の更なる分権化を進めた事例として大きな
意味をもっているO
一般に、 民族自決紛争は国政レベルの政策決定権限をいかに配分するかの争
いになるO 国 家の中心部対周辺地域、 あるいは連邦と州、比いったレベル聞の垂
直的分権(重層化) がその柱となることが多いが、 実 際には、 同一レベルでの
水平的なパワー ・ シェアリングとの組み合わせになっていることが少なくな
い。 カナダでは、 連邦と州の二層構造 (最近は地方自治体までの権限移譲を主
張し、 三層構造化を求める声も聞こ え る) に加え て、 連邦 ・ 州首相会議が改憲
問題や共通の経済政策のプランニングなどの問題で定期的に開催されているO
ここでは連邦政府首相と州首相の計11名が拒否権を有し、 全会一致での合意が
原則となっているO また、 1996年には地域拒否権体制が連邦議会で承認され、
ケ ベック人の民族性の承認(2006年) と相侯って、 水平的な地域的パワー ・
シェアリングと非対称的パワー ・ シェアリングとを許容する体制へと変貌しつ
つあるo 1982年憲法そのものがすでに コ ン ソ シエーシ ョ ン型のパワー ・ シェア
リングを構造化した内容となっていることを踏まえ れば、 カナダの場合は、 ケ
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ベック、 そして連邦を構成する各州との複合的パワー・シェアリング体制化を
すでにかなり進めていることがわかってくるO
ウォルフは、 このようなパワー・シェアリング体制を次の三つの意思決定方
式の任意の組み合わせと見ているOすなわち、 1 )共同的政策決定(co-decision 
making、 これは行政府レベルのパワー・シェアリング)、 2 )分割型(縦割り)
政策決定(split decision-making、 フェデラシーやフェデラリズムのような領
域的制度、 3 ) 内的自決を反映した決定方式(pre-determined decisions) か
ら内的自決型手続き(pre-deterτnined procedures) までの方法(前者は立法府
と公共サービスに異なった共同体を代表させる比例代表規則で、 後者は立法府
における特定多数決制あるいは併行合意規則)、 であるO カナダが、 この三つ
の意思決定方式のすべてを、 さまざまな形でその憲法体制に組み込んでいるこ
とはすでに周知のことであろうO
この三分類では、 パワー・シェアリングの包摂形態ばかり強調されている印
象があるが、 CPSでは、IExit and Voi ce (離脱と参加)Jの声ばかりではなく、
離脱への道も概念化のなかに取り込まれていることであるO ガガウジアの事例
がそれであるO
カナダの場合は、 1982年憲法第33 条で、 憲法規定の適用除外の手続きを定め
ており、 分離独立を選択する場合の手続きに関しての司法判断も出ているO な
によりも、 この33 条がカナダの政治体制の基本原則として立法府優位の原則を
事実上認めているのであるO しかも、 最高裁は、 C ・テイラーの示した差異の
承認に深い配慮をすることを基本姿勢としており、 その意味からも、[図表
2] Iの5 ) 分権化(自決・自治)J に掲げた原理的姿勢は、 大連合体制を極限
まで進め、 異化を許容した上でなおも一体性を確保できる限界を探る姿勢がな
によりも注目される点であるO
では、 CPSのプロジェクトが取り上げた八つの事例の場合はどうなってい
るだろうか。ボスニア・ヘルツェゴピナの場合は、 デイトン合意(1955 )によっ
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て、 国 家の権力 体は国家、 構成体、 および地方の各レベルに垂直的かつ重層 的
に分権化されており、 ボスニア・クロ アツ連邦内ではカ ン ト ン が加 え られてい
るO パ ワ ー・シェアリ ン グは中 欧と地方で構成 さ れ、 権限委譲は地方自治体ま
で受け皿として設定されているのが特徴になるO この構造は、 1997年のいわ ゆ
る iPeace Implementation C ounciU によって上級代表事務所に大きな権限が
与 えられ、 紛争解決策推進のためのガパ ナ ン スに直接加 わる形に変 えられた。
上級代表は、 これにより、 デイト ン 合意 遂行上のどんな問題も裁定できる最終
権限を獲得し、 さらにそれが設置する諸制度 聞 の政策調整の最終権限も獲得
し、 重要な立法権限と行政権限を与 えられたのである( コ ソボの国連事務総長
特派代表と 同 様)0 そこにおけるパ ワ ー・シェアリ ン グはき わめて非 対 照 的
で、 国家と地域の両レベルで水平的なパ ワ ー・シェアリ ン グが設定され、 構造
的にも機能的にも非対称的で重層 的な分権化が成立しているO 非対称性で面 白
いのは、 中 央政府の管轄権限が対外関係、 対外交易、 関税、 金融政策、 移民、
国 際刑事法・構成体政府間刑事法の道守の強制、 コ ミ ュ ニケーシ ョ ン ・イ ンフ
ラの整備、 構成体 間 交通 運輸、 航空管制、 およ び構成体政府 問調整に限定さ
れ、 これら以外はすべて構成体レベルに権限委譲されている(ボスニア・クロ
アツ連邦ではさらにカ ン ト ン と地方自治体まで権限移譲されている) にも拘 わ
らず、 レパブリカ・スルプスカは集権体制をとっており、 その内部の構成体に
はほとんど権限移譲をしていない点であるO しかし、 分権化はエスニック集団
のレベルにまで達する内容であるので、 そのレベルでは同 質性が高く、 内部で
の自治権付与 問題が起こりえ ないという利点を巧みに生かした構成と言うべき
だろうO デイト ン合意はこのレベルでのパ ワ ー・シェアリ ン グまで満たしてい
るのであるO
プーゲ ン ピルの場合は、 地方と中 央の 間での限られたパ ワ ー・シェアリ ン グ
(co-decision making) であるO その和 平合意 には、 ブーゲ ン ピル自治政府樹
立(2005 年) 後10年から15 年に実施予定のレフ ァ レ ンダムによる帰属の選択を
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許容する条項が盛 り 込まれているO 合意形成にはパプア・ニ ュ ー・ギニ ア 議会
およびブーゲンピル議会の承認が必要となっているO 現状での統治の構造は、
パプア・ニ ュ ー・ギニア、 ブーゲンビル、 そして地方政府の三層 から構成され
ているO 中央政府は、 防衛、 外交、 通貨、 中 央銀行、 移民、 運輸、 交易等の権
限を管轄し、 ブーゲンピル自治政府は、 こ れら以外の権限の管轄を承認されて
いるO
北アイルラン ド の場合は、 英 国政府、 自治議会、 州の三層 構造になってお
り 、 構造的にも機能的にも非対称的なパワー・シェアリングになっているO こ
の三層構造を補完する形で国境横断的関係が組み込まれてお り 、 北アイルラン
ドとアイルラン ド 共和 国との間では国境横断的協力のためのかな り 広範囲の取
り 決めがあ り 、 さらに こ れら二つの単位と英国の諸他の地域との間でも同様で
あるO 聖金曜 日 の合意形成では、 ア メ リカまで、その関係が広がったのは記憶に
新しい。 なお、 北アイルラン ドの場合は、 さらに最上層 にEU があ り 、 実質的
には困層 構造になっているのが現在の形であるO また北アイルラン ドは英国政
府から移譲された権限(経済開発、 教育、 健康・社会保障、 農業、 環境、 およ
び財政) のすべてを管轄してお り 、 将来的には権限移譲はもっと拡大されると
予想されているO
フ ィ リ ピ ンの ミ ンダナ オ の場合は、 70年代と80年代の和 平交渉は失敗に終
わったが、 1976年にトリポリで署名 された合意と1987年の新憲法承認( ミ ンダ
ナオ に自治権を認める内容の新憲法をレ フ ァ レンダムで承認) の二つが成果と
な り 、 「ムスリム・ ミ ンダナオ 自治地域(ARMM)Jを新たに構築し、 パワー・
シェアリング体制を採る こ とになった。 しかし、 ミ ンダ ナ オ 民 族 解 放 戦 線
(MNLF) と ミ ンダナ オ ・イスラム 解放戦線(MILFつ の対立が和平の行方を大
きく左右する要 因 とな り 、 MILF とのパワー・シェアリングを嫌うキ リスト教
徒の反発が紛争解決案を紙切れにしてしまった(2008年) のであるO しかし、
そ こ で選択された新憲法体制は注目に値するものだ、った。 既存の フ ィ リ ピンの
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権威体の 構造は国家、 州、 自治体、 地方の 困 層 構造であるが、 それに ARMM
が挿入されたのであるO 各層 に司法、 立法、 行政の三権組織があ り (各層での
権限は一様ではないが)、 自治地域(autonomous region) は、 領域的に隣接し
ない5 州からなってお り 、 内閣と行政 カ ウンシルからなるパワー・シェアリン
グ型地域行政体になってい て 、 家族問題と宗教問題に限定されたものではある
が、 ムスリムのシ ャ リア一 法廷(弁護士不要、 費用安い) と部族法廷をも許容
し て いたのであるo ARMM を含む自治地域に権限移譲され て いた の は健康、
教育、 人的資源、 科学・技術、 市民の エンパワーメ ン ト 、 地域な コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン、 経済開発であった。 かな り 限られた権限ではあったが、 ここでの 問題
はその権限分割の仕方ではなく、 既存 の構造 のなかで上から二番目に位置づけ
られた ARMM と、 そ の 下 の 三層 の 権威体との 関係をどう調整するかであっ
た。
ガガウジアについては、 その権力 体は三層 構造(国家レベル、 ガガウジア自
治制度、 およ び Rayons(区)) になっ て お り 、 科学、 文化、 教育、 住 宅・都
市計画、 健康、 スポーツ、 予算 ・ 課税政策、 経済政策、 環境、 産業関係、 およ
び社会保障の分野で権限を委譲されていた。 ガガウジアで興味深いの は、 ガガ
ウジア自体が法律的には、 明確な領域的境界をもっていないことであるO ロ ー
カ ルな コ ミ ュ ニテ ィ は、 個 別にあるいはレフ ァ レンダムで、 自治地域の 一部に
なるかどうかを決:める自由をもっているのであるO ということはつま り 、 ガガ
ウジア自体は領域的に隣接した構成体ではないということを意味するO 面 白 い
のは、 そこにおける国 家の 相対化であるO 独立国家 モ ル ドパ自体が将来的には
ルーマニアとの合体を考 え ているなかで、 異民族集団 のガガウジアにその行く
末の自己選択を許したのであるO ここでも国境を越 えた関係が、 政治統合の 在
り ように大きく作用しているのであるO ガガウジアにとっては、 理論的には、
領域的自治と個人的自治との 聞 のどこかにその自治的構成体をデザインする、
あるいは二つの自治の諸要素を結合してデザインするという新しい展望が拓け
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たのであるO
このほ かの事例については、 マ ケ ドニアと コ ソボ(まだ最終決定ではない
が) はローカ ルな自己管理の強化、 南 オ セ チアの場合は疑似主権的構成体の事
例となっているが、 ここでは省略しようO ここでは、 権力体の垂直的成層化を
八つの事例で比較し、 それらの制度的構造の相違を整理したウォルフの分類が
貴重であるO 権力体の垂直構造(成層レベル) を見れば、 二層構造を採ってい
るのがマ ケ ドニアで、 三層 構造が ブーゲンピル、 ガガウジア、 コ ソボ、 および
北アイルラン ドで、 残りが多層 構造とされるボスニア・ヘルツェゴピ ナ 、 およ
び ミ ンダナ オ になるO 構造的な対称性/非対称性で分類すると、 対称性をもつ
のがマ ケ ドニア、 ブーゲンピル、 および コ ソボで、 非対称性の カ テゴリーは二
つに分け ら れ、 単一非対称性がガガウジアと ミ ンダナ オ 、 多様な非対称性がボ
スニア・ヘルツェゴピナ 、 および北アイルラン ドになるO 機能的対称性/非対
称性について見れば、 機能的対称性を示すのが コ ソボとマ ケ ドニアで、 機能的
非対称性を示すのはボスニア・ヘルツェゴピ ナ 、 ブーゲンピル、 ガガウジア、
ミ ンダナ オ 、 および北アイルラン ドであるO
つ ぎに、 垂直的/水平的パワー・シェアリングの コ ンビネーシ ョ ンの事例を
見ると、 水平的パワー ・シェアリン グ制度をもたないのが コ ソボと南 オ セ チア
であり、 国家レベルのみで水平的パワー・シェアリング制度をもつのがマ ケ ド
ニアとモル ドパになるO 地域レベルのみでフk平的パワー・シェアリング制度を
構築しているは北アイルラン ドで、 国家/地域両レベルで水平的パワー・シェ
アリング制度をもつのがボスニア・ヘルツェゴピナ 、 ブーゲンピル、 および ミ
ンダナ オ に なるO
[ 6 ] お わ り に
以 上、 CCPのプロジェクトの概 要 を、 1 ) 複合型パワ ー ・シェアリング
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(CPS) 概念の内容紹介、 2 ) コ ン ソ シエーシ ョ ン型パワー・シェアリング論
と統合主義のパワー・シェアリング論の再検討、 そ して 3 ) 冷戦後の民族自決
紛争解決策におけるパワー・シェアリングの態様、 という三つに絞って見てき
た。 もちろん、 概要の提示だけの段階でその研究内容の評価 に立ち入ることは
遠慮すべきであろうが、 それでも、 C CP( ケ ン ブリッジ・カー ネ ギー・プロ
ジ、 エ クト)が冷戦後の民族自決紛争の諸事例を対象に、 a)停戦から和平交渉、
b)平和構築への合意作成、 c)その制度化と維持までを一体的に取り上げ、 CPS
を概念化 して操作化 した作業が記念碑的なものであることは明 白 であるO それ
によって、 民族自決紛争の解決方法が国 内での自決権・自治権付与という形態
を採り始めており、 これまでの規範意 識をはるかに超 え ている実態を明らかに
したこと、 またそこにおいて国 際的介入・干渉が果たす役割の大きさに注意を
喚起 したことの二点の重要性は、 この拙い紹 介でも十分評価できるはずであ
るO
基本的には、[図表2 1 に示 したように、 コ ン ソ シエーシ ョ ン型パワー・シェ
アリングと統合主義のパワー・シェアリングの二つを対立させず、 状況に応 じ
て弾力 的に併用する理論的姿勢はそれなりに理解できるものであった。 し か
し、 その研究成果を通 じて見 えてきたのは、 極化の進行であった。 統合主義の
パワー・シェアリングは、 これまで非極化を原理的に主張 し、 アメ リカ的な個
人主義的自 由 主義体制の実現を民主化ととら え 、 国民国家化、 すなわち集団的
粋を捨てた市民社会の形成(社会変革アプローチ) を民族自決紛争の解決案と
し て位置づけてきたのであるが、 C CPが取り上げた八つの事例では、 それが
ほとんど解決に繋がるものとはされず、 選択されてこなかったことを明示 して
いるO 囲 内的非極化は国家レベルでの極化になるという現実を見据 え ていない
ことも明らかであろうO 囲 内的同質化の推進が、 言葉と権力の一体化を促 し、
他者の排除に向かう事態を、 こう した周辺的エスニック集団ははっきりと自覚
し ているのであるO
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国家内での自治 ・ 自決は、 国家の多極化を促し、 国家そのものの相対化を進
めるO その相対化の果てにあるのは、 国 家的一体性の喪失(国家解体) である
のかもしれない。 しかし、 CPSは、 そこにおける 国 際圧 力 (外的制御 要 因)
が解体を抑止し、 内的自決 ・ 自治による ぎり ぎりのところでの民族的自由を保
障することで、 大連合体制を維持させる仕組みを描出したのであるO それを民
主的体制と呼ぶべ き か否かは立場に よ って異なるであろ う し、 ケース ・ バイ ・
ケースで判断されるべ き でもあろ う O マッガーリーやオーリアリーは、 コ ン ソ
シエーシ ョ ン型パワー ・ シェアリングに焦点を絞り、 それを民主的であり う る
としているO 私自身も、 すでに80年代前半において、 そのことを主張してい
た。 その時点ですでに、 エ ス ノ ポ リ テ イ クスに焦点を絞り、 アイデン テ イ
テ イ ・ ポリテ イ クスの現実を見据 えていた研究者は居たのであるO ロールズの
正義論批判や、 c . テイラーのフー コ ー批判が登場し、 それらがやがて多文化
主義をめ ぐる論争となり、 共同体主 義が議論され、 アイデンテ ィ テ イ ・ ポリ
テ イ クス、 ラデ イ カル ・ デモクラシーなどが議論された流れは、 すでにそのは
るか以前から続いていたのであるO
加 えて記しておくべ き は、 コ ン ソ シエーシ ョ ン論が中 欧の亀裂が比較的穏健
な国を事例にして構成されていたとの批判が、 このモデルが提示された当初か
らなされ、 亀裂の深い、 暴力的対立が進行中の紛争事例には適用は難しいとい
う 意見が広く浸透していることであるO それはとりわけわが国の政治学者がし
ばしば取り上げて き た論点でもあった。 しかし、 CPSプロジェクトは、 それ
が理由のない批判であったことを明らか にしたのであるO 筆者が 【図表2 】 を
作成したのは、 そのことを明示したかったからに他ならない。 考 えてみれば、
暴力行使があるから民族間の亀裂が深い、 非暴力であるから亀裂 は 浅いとい う
主張の論拠は暖昧であるO そもそも、 エスニック集団が暴力行使に走る理由の
説明自体が簡単ではなく、 実際には、 その集団の文化、 熱狂度、 エリートの質、
武器の用意、 武力 による問題解決への寛容さ、 経済力、 動員 可能な資源、 ある
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いは怨念の内容など、 暴力行使 に影響を及 ぼす変数は多様であるO 簡単な一般
化を許す ほど情況構成変数はシンプルではない。 暴力行使をしていないからと
言って、 そ こ における民族的亀裂の深さが無視できるほど浅いという こ とには
ならない。 カナダにしても、 ベル ギーにしても、 その亀裂を埋め立てた り 、 亀
裂 に橋を架けた り する提案が簡単 に通るほど生やさしい情況 に あるわけではな
い。 際どい言い方ではあるが、 殴 り 合いの喧嘩をしている夫婦の仲と、 殴 り 合
いはしないがもはやすで に無言の、 冷 え 切った関係 に 陥った夫婦の仲と、 どち
らがよ り 亀裂が深いのか簡単 には言 え まい。 実際 に、 暴力的紛争後の紛争解決
事例をもと に 示された CPSの内容は、 コ ン ソ シエーシ ョ ン型パワー ・ シェア
リングを柱 に した解決策 に 大きく重なっていたのであるO こ の点でも、 CPS
アプローチの面 白 さが見え てくるのではないだろうか。
もちろん、 まだ最終的な答 え が出たわけではない。 表 に示した諸理念や諸政
策を操作し、 政治工学的な発想で紛争解決の図面を作成しようとするのは、 も
ともときわめて難しい。 極化も介入 による外圧行使(国際的紛争制御) も、 政
治的意図や文化的偏見なし に行われるわけではないし、 意図した結果 になる保
障もない。 実 際、 こ れまでの介入も普遍的 に 肯定できるものでは必 ずしもな
い。 極化も、 「保護」 という名の隔離政策 に な り 、 自然消 滅を待つだけの長期
的判断に拠ったものなのかもしれないのであるO
しかし、 それでも、 内的自決 ・ 自治 に よる多極化は、 「敵との共存j という
姿勢、 「亀裂と共 に生きるj 姿勢をど こ までも維持し、 それをもって民主 主義、
自 由 主義の基本原理とする発想と結 びっくO かつて、 オ ルテガ ・ イ ・ ガセット
は次のよう に 述べた。 「自由 主義とは こ のう え ない寛容さなのであるO それは
多数者が少数者 に 与 える権利であ り 、 したがってかつて地球上で聞かれたもっ
とも気高い叫 びであるO 自 由 主義は敵と共存する決意を、 しかも弱い敵とさ え
共存する決意を表明しているのだ。 人類がかくも美しく、 かくも逆説的であ
り 、 かくも優雅で、 かくも曲芸的で、 かくも自然 に反する こ と に 到達したのは
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信 じがたいことであるO ・ ・ ・ 敵と共存する ! 反対者と共に政治を行う !
このような愛は、 もはや理解しがたいものになり始めているのではないだろ う
か ? J マッガーリーとオーリアリーの示すリベラルな コ ン ソ シエーシ ョ ン論、
そして CPSが、 近代の主権国家像を超 える国家像を現実のものとして考 え 、
この思いに繋がる権力体の新しい在り ょ っ を構想する材料となることを期待し
たい。
注
( 1) 本稿 は 、 CPS の プ ロ ジ、 エ ク ト の概要 を 出 来 る だ け報告書 に 忠実 に 紹介 し 、 そ の 実証
研究 と 理論研究 の 内 容 を 読者 に わ か り やす く 伝 え る こ と を 眼 目 に し て い る O そ の た め 、
研究 ノ ー ト 的 な 叙述が多 い こ と を 前 も っ て ご承知願 い た い。 本 プ ロ ジ ェ ク ト の 報告書
(脚注 3 参照) は800ペ ー ジ に 近 い大著 で あ り 、 内容的 に も 広 範 囲 に わ た っ て お り 、 要
約 そ の も の が容易 な作業で は な い 。 そ の た め 、 本稿で は 、 筆者が80年代前半以降 に 著 し
た 論文 や著書 に 示 さ れ た 概念化 を 下敷 き に し て 、 そ れ に CPS に かか わ る 内容 を 重 ね る
と い う 方法でそ の概念化の有意性、 重要性 を 明確 に す る こ と を 試み て い る O そ れが狙 っ
た と お り に こ の プ ロ ジ ェ ク ト を 理解す る 役 に 立 っ た か ど う か は 、 読者の判 断 に 任 せ る と
し て 、 と り あ え ず は 、 こ の プ ロ ジ ェ ク ト が、 従来のパ ワ ー ・ シ ェ ア リ ン グ論へ の 修正 を
迫 る 点、 内 的 自 決 ・ 自 治 と い う 紛争対応策の重要性 を 示す点、 ま た紛争解決ガパ ナ ン ス
の 有 り ょ う を 示す 点 で貴重であ り 、 国家の相対化が予想 を は る か に超 え て 進 ん で い る こ
と を 示 し て 実 に雄弁であ る こ と を 理解 し て頂 け る も の と 確信 し て い る O な お 、 取 り 上 げ
ら れた 個 々 の 事例 に かかわ る 合意文書や憲法上の規定の詳細 な ど に つ い て は 、 次 の ペ ー
ジ を 参照 さ れた い 。 http : //www.intstudies.cam.ac.uk/centrelcps/documents.html
( 2  ) こ の 問題に つ い て は 、 こ れ ま で に さ ま ざ ま な 著書 ・ 論文 が刊行 さ れて い る O こ こ で
は 、 と り あ え ず は基本的 な も の と し て 、 下記の著作 を 参照 さ れた い。
Nordlinger， E . ， “Conflict Regulation in Divided Societies" ，  Occαsioηαl P，αpeγ's in Intθγー
ηαtìonαl ぺffairs ， No. 29， Cambridge， Harvard University， 1 972 ; Sisk， Timothy D . ，  Poweγ 
Shα門ノηg αnd Inte門Zαtionαl Mediation in Ethnic Conflicts ， United States Institute of 
Peace Pr， 1996 ; L討phart， A.， The Politics 01 Accomηωdαtioη : Pluγαlism αnd Dθmocー
γαcy in the Netheγlαηd ， Berkeley， University of Califomia Press， 1 968 ; L討phart， A. ，  De-
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けωcγαcy �η Pluγαl Societies : A Compαγαtive Explαηαtion ， New Haven， Yale Univer­
sity Press ( 内 山 秀夫訳 『多元社会の デモ ク ラ シ ーJ 三 一 書房、 1979) . Horowitz， Donald 
L.，  Ethnic Gγ'Oups in Conflict ， University of California Press， 1 985 
な お 、 本稿で は 、 エ ス ニ ッ ク 集団 と い う 語 に つ い て は 、 そ れ を 広義 に は 民族 と い う 概
念の な か に含め て い る が、 並べ て使用 す る 場合 に は 、 国 家の境界線 と 一致す る 民族集 団
を 民族 と し 、 未 だ国家 を 保有 し て い な い民族集 団 を エ ス ニ ッ ク 集 団 と す る 使い 分け を し
て い る O
( 3 )  Marc Weller & Barbara Metzger， eds . ，  Settling Self-determinαtion Disputes : Com 
plex Power-Shαγ'ing in Theory αηd Pγαctice， NIJHOFF， 2008. 
( 4  ) ケ ン ブ リ ッ ジ大学国際問題研究セ ン タ ー :
http : //www.intstudies.cam.ac山/centre/cps/index比ml、 ラ ウ タ ー パ ク ト 国 際法研究 セ ン
タ ー (University of Cambridge Lauterpacht Research Centre for International Law) 、
http : //www.lcil.cam.ac.uk人 ECMI : http : //www.ecmi.de/. プ ロ ジ ェ ク ト の 企 画 に つ い
て は次 を 参照 : http : //www.intstudies.cam.ac.uklcentre/cps/about.html 
( 5  ) プ ロ ジ ェ ク ト ・ デザ イ ン 等 に つ い て は 、 2001年 の 段 階 で ワ ー ク シ ョ ッ プが 開 催 さ
れ、 そ の 記録が下記 に掲載 さ れ て お り 、 そ の詳細 を 知 る に は便利 で あ る 。
http : //www.intstudies.cam.ac.uklcentre/cps/workshops_Lreport.htm1 
( 6  ) 本項 目 に つ い て は 、 当 該 HP に記載 さ れて い る 情報 を 参考 に し た 。
( 7 )  次 を 参照。 http : //www.intstudies.cam.ac.uklcentre/cps/about_ what比ml
ち な み に 、 本論で は 「紛争解決」 と い う 語 は あ く ま で Iconflict resolutionJ の 訳 語 と
し て用 い て い る た げで 、 そ れが実際 に 言葉の真の意味に お い て 「解決J に な る と 考 え て
い る わ け で は な い 。 解決 と い う 概念そ の も の の 暖昧 さ 、 怪 し さ の 問 題 は 、 取 り あ え ず こ
こ で は 取 り 上 げな い 。
( 8  ) 次 を 参照。 http : //www.intstudies.cam.ac.uklcentre/cps/abouCcriteria.html
( 9  ) そ の 典型 的 な事例 は 1994年 の モ ル ド パ に お け る ガ ガ ウ ジ ア の合意で あ る 。
(10) 民族 自 決が紛争の直接の原 因 であ る 事例 、 た と え ばポ ス ニ ア 、 グ ル ジ ア そ し て モ ル
ド パの よ う な 事例 は取 り 上 げ ら れ た が、 リ ベ リ ア 、 DRC そ し て ソ マ リ ア な ど は 、 紛争
が国家 や 国家 の資源の統制 に かか わ る も の だ っ た の で取 り 上 げ ら れて い な い。
(11 )  CPS の制度 を 用 い て い な い の だ か ら 当然で あ ろ う O ち な み に 、 そ の 最近 に お け る 典
型 と し て東チ モ ー ルが挙 げ ら れ、 ニ ュ ー ・ カ レ ド ニ ア や西サハ ラ 問題 も こ の カ テ ゴ リ ー
の も の に な り そ う だ と 記 さ れ て い る 。 次 を 参照。
http : //www.intstudies.cam.ac. uklcentre/cps/abouCcriteria.html 
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( 12)  次 を 参照。 http : //www.intstudies.cam.ac.uk/centre/cps/about_what.html 
( 13) 次 を 参照。 http : //www.intstudies.cam.ac.uk/centre/cps/about.html 
( 14)  石川一雄 『エ ス ノ ナ シ ョ ナ リ ズ ム と 政治統合』 有信堂、 1994年刊 。 第 l 章 � 3 章参
照。 と く に 、 pp. 68-75に 記 さ れ た 融和 的紛争処理 に 関 す る 部分が今 回 の 検討対象 に な
る 。 な お 、 こ う し た研究 に 関連す る 著作 は 数多 く 出版 さ れて い る が、 パ ワ ー ・ シ ェ ア リ
ン グ に 的 を 絞 っ た も の は 少 な い。 と り あ え ず は 、 次 を 参 照。 Noel， Sid， Pγom Power 
Shαring to deηωcγαcy : Post-conjlict Institutions in Ethnicαlly Divided Societies ， 
Montreal ， McGill Queens University Press ， 2005 ; Horowitz ， D .  L . ，  and et . al . ，  Power 
Shα7加，g : New chαII仰19θs foγ D初ided Societies ， London ， Pluto Press ， 2005 ; Jarstad ， 
Anna K . ，  Timothy D .  Sisk ， Pγom Wαγ to Derr回cγαcy : Dilemη悶s of Peαcebuild仰，g ，
Cambridge University Press (2008). マ ッ ガ ー リ ー の論考 に に つ い て は注39 を 参照.
(15) 筆者 は か つ て 同様 の 分類 を カ ナ ダ を 事例 に 試 み た こ と が あ る o ( 図 表 1 J 、 〔 図 表
2 J は と も に 、 そ の 時 の 分類 を ベ ー ス に し て CPP で取 り 上 げ ら れ た 対応策 も 組み 合 わ
せ て 再構成 し た も の で あ る o ( 図 表 1 ] は 、 F. Riggs の 図 を 踏 ま え 、 そ の 基本構図 を 取
り 出 し た も の で、 〔 図表 2 J は 、 ホ ロ ウ イ ツ ツ の扱 う 変数群 を 参考 に し て い る O 拙著 『エ
ス ノ ナ シ ョ ナ リ ズ ム と 政治統合』 、 p. 39， 69. 
( 16) 縦軸 に 示 し た 政 府 の対応 の 三 区分 に つ い て は 、 次 を 参照 し た 。 Leslie， P .  M. ， “Eth­
nonationalism in a Federal State : The Case of Canada'\ in Rudolph， J. R. Jr . ，  & R. J 
Thompson， eds . ，  Ethnoterritoriαl Politics， Policy， αnd the Wθstern Woγld ， Boulder， 
Lynne Rienner ， 1989， p. 46 ; Rudolph ， J. R. Jr . ，  & R. J. Thompson ， “Ethnoterritorial 
Movements and the Policy Process : Accommodating Nationality Demands in the Devel 
oped World"， in Comparat如θ Politics ， XVII， 1985， pp. 291-3 1 l .  そ の 他 の 紛 争 規 制 に
つ い て は 、 拙著 (1994) 第二章 を 参照 さ れた い。
(17) エ ス ニ ツ ク な 要求 に対応す る 上記の諸政策 は 、 筆者がカ ナ ダの連邦体制 を 基本事例
と し て 選 ん だ も の で あ り 、 そ れ に CPS が取 り 上 げた 諸事例 に顕著 な 諸施策 を 組 み 入 れ
た も の であ る O し た が っ て 、 本来 CPS が前提 と し て い た 諸事例 に 止 ま ら な い 内 容 に な っ
て い る o CPS の 理論的位相 を 理解す る に は そ れが避 け ら れな い と 考 え た か ら で あ る O ま
た 、 自 治や 自 決の概念 に つ い て は 、 次 を 参照。 Lapidoth， Ruth， Autonomy : Fexible Solu­
tion to Ethnic Coriflicts ， United States Institute of Peace ， 1996 ; Weller & Metzger ， 
eds . ， 前掲書、 序論お よ び第一章。 な お 、 本 稿 に お け る 自 治 ・ 自 決の概念 の 使 い 方 は 、
日 本の 国 際法学界 に お け る 一般的理解 と 合致す る と は か ぎ ら な い こ と を 記 し て お く 。 本
稿 は 、 最近 に お け る 民族紛争解決の た め の 同際政治論や比較政治学 に お け る 理論的 かっ
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実践的指向 を 反映 し た も の で あ る 。
(18) 多文化主義政策 は 、 二言語法 を 含め て 、 そ の 国家 内 で民族的独 自 性の 承認 を 求 め る
集 団 か ら は あ ま り 重視 さ れて い な い 。 カ ナ ダで は 、 ケ ベ ッ ク 州 の ケ ベ ッ ク 党 (州議会政
党) が代表す る 分離主義 の ナ シ ョ ナ リ ス ト た ち の 場合、 要 求 し て い る の は 他 の 諸単位
(州 や移民 ・ 難民集団) と は 非対照 的 な独 自 性の承認であ り 、 カ ナ ダ に お い て ケ ベ ッ ク
人が民族であ る こ と の承認で あ り 、 さ ら に 、 そ の 社会 に お け る 少子化の進行 と 移民 の 流
出 、 経済的支配言語で あ る 英語の優越な ど に よ り 、 た と え 法 的 に 保護 さ れ た と し て も 、
時 間 の経過 と と も に そ の ア イ デ ン テ イ テ ィ が実体性 を 失 っ て い く と い う 恐怖 ゆ え に 、 こ
れ ら の対処法で は な ん の文化的安全保障 に も な ら な い と す る 見解が支配的 に な る わ け で
あ る O
(19) ケ ベ ツ ク 問題 を め ぐ っ て展開 さ れ た カ ナ ダの 連邦体制 の 変容、 あ る い は EU に お け
る 議事決定方式 な どがそ の典型的事例 と な ろ う 。 次 を 参照。 拙稿 「パ ワ ー ・ シ ェ ア リ ン
グ 体 制 の EU と 民 主 主 義j 専 修 大 学 『 法 学論 集』 第 101号、 2007年 、 pp. 1-23、 同 「パ
ワ ー ・ シ ェ ア リ ン グ型 ガパ ナ ン ス と 民主主義の赤字j 専修大学法学研究所 『所報』 第29
号、 2004年 、 pp. 1-43o
(20) Lijphart， A . ，  The Politics of Accommod倒的η. Pluralism αηd Democracy in thθ 
Netheγlαnds ， Berkeley : University of California Press， 1 968， p.  2 16  
(21 ) Lijphart ， A. ， Democγαcy in Plural Societies : A Compαγαtive Explor・αtion . New 
Haven : Yale University Press， 1977. 
(22) Lゆhart， A.， Democγαc問 . pαtterns of Mαrjoritαnαn & Consensus Government in 
Tωθnty-one Countバes . New Haven : Yale University Press， 1 984 ; Lihphart， A . ，  Pαttθ門�s
ofD仰叩Cγαcy .・ Government Forms & Performαnce in Thirty-six Countries . New Ha­
ven : Yale University Press， 1999 
(23)  Horowitz， D . ，  Et伽ic Gγ'Oups in Confiict ， Berkeley， University of California Press， 
1 985. 
(24) Weller， Marc， “Setting Self-determination Conflicts : an Introduction"， Weller， Marc & 
Barbara Metzger， eds . 、 前掲書、 pp. x出-�オi.
(25) 同上、 p. xiv 
(26) Weller， Marc， “Setting Self-determination Conflicts : an Introduction"， p. xiv. 
(27) 合意本文 に つ い て は 次 を 参照。
http : //www.intstudies.cam.ac.uk/centre/cps/documents_ireland_peace.htIlÙ ; 2001年 の 英
国 ・ ア イ ル ラ ン ド 共和 国両政府 に よ る 聖金曜 日 合意履行の た め の提案。
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http : //www.c-r.org/our-work/accord/northern-ireland/index.php. 
(28) デ イ ト ン 合意。
http : //www.intstudies.cam.ac.uk/centre/cps/documents_bosnia_dayton比ml
(29) Weller， Marc， “Setting Self-determination Conflicts : an Introduction"， p. xv. カ ナ ダ
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